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１．プランを推進するにあたっての大目標： 「健康・医療・ライフサイエンスに関する課題への対応」（施策目標９-３）
概要： 「生命現象の統合的理解」を目指した研究を推進するとともに、「先端的医療の実現のための研究」等の推進を重視し、国民への成果還元を抜本的に
強化する。
２-1.プログラム名： 医薬品プログラム
概要：医療現場のニーズに応える医薬品の実用化を推進するため、創薬標的の探索から臨床研究に至るまで、モダリティの特徴や性質を考慮した研究開発を行う。

【ライフサイエンス分野研究開発プラン】

※ 上記文書の一部(*)は、関係する府省が一体となって取り組むことを想定しており、文部科学省が対応すべき内容部分のみを抜粋することは困難。

２-３.プログラム名： 再生・細胞医療・遺伝子治療プログラム
概要：我が国に強みがある再生医療をはじめとする再生・細胞医療・遺伝子治療分野から、新たな医療技術になりうる革新的なシーズの発掘・育成、将来的な実用化を見据
えた基礎的・基盤的な研究開発の強化、若手研究者を含む人材育成等を進め、有効な技術を実用化につなげる。
２-４.プログラム名： 感染症プログラム
概要：新興・再興感染症の基礎的な研究を推進し、予防法・治療法の開発を促進する。また、「健康医療戦略」に基づき、感染症危機対応医薬品等の感染症有事の迅速
な開発を念頭に平時からの研究開発体制を構築し、産学官連携による研究開発を促進する。
２-５.プログラム名： データ利活用・ライフコースプログラム
概要：ゲノム・コホート研究の成果等のデジタル化の加工データ基盤の整備・利活用を促進し、ライフコースを俯瞰した疾患の発症・重症化予防、病態解明、診断、治療等に
資する研究開発を推進することで、ゲノム医療、個別化医療の実現を目指す。
２-６.プログラム名： シーズ開発・研究基盤プログラム
概要：アカデミアの組織・分野の枠を超えた研究体制を構築し、新規モダリティの創出に向けた画期的なシーズの創出・育成等の基礎的研究を推進するとともに、欧米等先進
国や政策上重要な国々等との国際共同研究を強化する。

２-８.プログラム名： ライフサイエンス研究基盤整備プログラム
概要：ライフサイエンス研究基盤としてのバイオリソースの整備、多種多様なライフサイエンス研究データの高度利活用を可能とする技術開発及びライフ分野でのAI for Science
を推進するための研究拠点強化を一体的に推進する。

令 和 ４ 年 ６ 月 ３ 日
ラ イ フ サ イ エ ン ス 委 員 会 策 定
令和７年１月17日一部改訂
令 和 ７ 年 ８ 月 ６ 日 一 部 改 訂

上位施策：
 第６期科学技術・イノベーション基本計画（令和３年３月26 日閣議決定）【別添１】
 統合イノベーション戦略2025（令和７年６月６日閣議決定）【別添１】
 健康・医療戦略*（令和７年２月18日閣議決定）【別添２】
 医療分野研究開発推進計画*（令和７年２月18日健康・医療戦略推進本部決定）【別添３】
 ワクチン開発・生産体制強化戦略*（令和３年６月１日閣議決定）【別添４】
 バイオエコノミー戦略* （令和６年６月３日統合イノベーション戦略推進会議決定）【別添５】

２-７.プログラム名：橋渡し・臨床加速化プログラム
概要：「革新的医療技術創出拠点」の機能を活用して基礎研究から臨床試験段階までの一貫した橋渡し研究開発支援を行うシーズ研究費事業等を実施するとともに、医療
への実用化を加速するため、医療系スタートアップ伴走支援等の取組を実施する。また、研究者の研究活動と大学病院・医学部としての研究環境改善に係る取組とを一体的
に支援する。

２-２.プログラム名： 医療機器・ヘルスケアプログラム
概要：AI・IoT技術や計測技術、ロボティクス技術等を融合的に活用し、診断・治療の高度化のための医療機器・システム、医療現場のニーズが大きい医療機器や、予防・高
齢者のQOL向上に資する医療機器に関する研究開発を行う。
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革新的バイオ
医薬品創出基盤
技術開発事業

後 中前

我が国発の革新的な次
世代バイオ医薬品創出
に貢献するため、大学等
における革新的 基盤技
術の開発を推進する。

創薬等ライフサイエンス研究支援技術基盤事業
（BINDS）

中
前

後

生命科学・創薬研究支援基盤事業
（BINDS）

後中前

創薬支援により新
たに創薬シーズが
見つかった件数

我が国の優れた基礎研究の成果を医薬品等としての実用化につ
なげるため、創薬等のライフサイエンス研究に資する高度な技術や
施設等を共用する創薬・医療技術支援基盤を整備・強化して、大
学・研究機関等による創薬標的候補等の創出を支援する。

幅広い分野のライフサイエンス研究発展に資する高度な技術や施
設等の先端研究基盤を整備・維持・共用して支援に活用すること
により、大学・研究機関等による基礎的研究成果の実用化を進め
るとともに、医薬品研究開発に留まらないライフサイエンス研究全
般の推進に貢献する。

先端的バイオ創薬等基盤技術開発事業

先端的医薬品等開発における我が国の国際競争力を確保
するため、 アカデミアの優れたシーズを用いてバイオ創薬
や遺伝子治療に係る革新的な基盤技術を開発するとともに、
要素技術の組合せ、最適化による技術パッケージを確立し、
企業導出を目指す。

【ライフサイエンス分野研究開発プラン／医薬品プログラム】

○「重点的に推進すべき取組」と「該当する研究開発課題」
○アウトプット指標：化合物提供件数
〇アウトカム指標：創薬支援により新たに創薬シーズが見つかった件数

中 後

次世代がん医療創生研究事業

がんの生物学的な本態解明に迫る研究、がんゲノム情報など患者の臨
床データに基づいた研究及びこれらの融合研究を推進することにより、
がん医療の実用化に資する研究を推進する。

次世代がん医療加速化研究事業

次世代がん医療の創生に向けて、出口を意識した国際的にも質の高い研究を支援し、がん
の本態解明等の基礎的研究から見出される新たなシーズを企業や他事業へ導出する。

前 中

新規分子標的
薬剤及び新規
治療法に資する
有望シーズ、早
期診断・個別化
治療予測バイオ
マーカー及び新
規免疫関連有
効分子の数

革新的な
医薬品の
創出に資
する研究開
発を推進す
る。

後

ライフサイエンス委員会

スマートバイオ創薬等研究支援事業

後前 後中

これまで推進してきたバイオ創薬に向けた要素技術開発等
に加え、優れたシーズの研究開発を推進するとともに、成果
を実用化等に確実に結び付けることで、我が国のアカデミア
発の革新的な高機能バイオ医薬品等の創出を目指す。

臨床ステージ
アップの件数
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【ライフサイエンス分野研究開発プラン／医療機器・ヘルスケアプログラム】

○「重点的に推進すべき取組」と「該当する研究開発課題」
○アウトプット指標：医療機器・システムにおける、非臨床POCの取得件数
〇アウトカム指標：革新的医療機器の実用化に資する成果の件数

中 後

医療分野研究成果展開事業

先端計測分析技術・機器開発プログラム、研究成果最適展開支援プロ
グラム（A-STEP）、戦略的イノベーション創出推進プログラム（S-イノ
ベ）、産学連携医療イノベーション創出プログラム（ACT-M）で構成され
ており、これらのプログラムを通じて、大学等で行われる「科学技術の
基礎研究」と、企業で行われる実践的な「応用研究・開発」とをつなぎ、
将来のイノベーションが期待される科学技術のシーズの実用化を推進
する。

医療機器等研究成果展開事業

先端計測分析技術・機器開発プログラムを土台とした後継事業として、アカデミア・企業・臨床
の連携を通じて、研究者が持つ独創的な技術シーズを活用した、新しい予防、計測、診断、治
療を可能とする革新的な医療機器・システムの開発を目指す。

前

革新的医療
機器の実用
化に資する
成果の件数

中

革新的な
医療機器
の創出に
資する研究
開発を推進
する。

後

ライフサイエンス委員会
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企業へ導出
される段階
に至った研
究課題数 

再生医療実現拠点ネットワークプログラム

               幹細胞・再生医学イノベーション創出プログラム

後 前

中

中

後中

  iPS細胞研究中核拠点・疾患・組織別実用化研究拠点・技術開発個別課題

再生医療の実用化ハイウェイ

疾患特異的iPS細胞を

活用した難病研究

【ライフサイエンス分野研究開発プラン／再生・細胞医療・遺伝子治療プログラム】

○「重点的に推進すべき取組」と「該当する研究開発課題」
○アウトプット指標：研究成果の科学誌への論文掲載件数
〇アウトカム指標：企業へ導出される段階に至った研究課題数

前

疾患特異的iPS細胞の利活用促進・難病研究加速プログラム

再生医療の実現化支援課題

再生・細胞
医療・遺伝
子治療の
実用化に
向け、iPS
細胞等を用
いた病態解
明や、遺伝
子治療技
術との分野
融合的な
研究開発
等を推進す
る。

再生・細胞医療・遺伝子治療実現加速化プログラム

中 後

ライフサイエンス委員会
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前
感染症研究国際展開戦略プログラム

中前

海外研究拠点の基盤強化を図り、全国の大学や研
究機関に開かれた研究拠点として活用し、各地でま
ん延する新興・再興感染症の病原体に対する疫学
的調査及び診断治療薬等の基礎的研究を推進する。 新興・再興感染症研究基盤創生事業

感染症研究革新イニシアティブ

感染症の革新的な医薬品の創出を図
るため、大学等の多様な領域の研究者
が分野横断的に連携し、病原性の高い
病原体等に関する人材育成や創薬
シーズの標的探索研究等を行う。

国内外の感染症研究拠点等の研究基盤を強化・充実するとともに、幅広い研究
ネットワークを展開し、新興・再興感染症制御に資する基礎研究等を推進する。

新興・再興
感染症の疫
学研究及び
治療薬、迅
速診断法等
の研究開発
の進捗

新興・再興
感染症の
基礎的な
研究を推進
し、予防
法・治療法
の開発を促
進する。

後中

【ライフサイエンス分野研究開発プラン／感染症プログラム】

○「重点的に推進すべき取組」と「該当する研究開発課題」
○アウトプット指標：科学誌に論文が掲載された研究成果の数
〇アウトカム指標：シーズの導出件数

ライフサイエンス委員会

中 後

前

感染症有事に備えた治
療薬・診断薬の世界トッ
プレベル研究開発拠点
の形成事業（仮称）
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東日本大震災で未曾有の被害を受け
た被災地住民の健康不安の解消に貢
献するとともに、ゲノム情報を含む大
規模なコホート研究等を実施し、個別
化予防等の東北発次世代医療の実
現を目指す。

ゲノム医療実現推進プラットフォーム事業

ゲノム医療実現を目指し、既存のバイオ
バンク等を研究基盤・連携のハブとして再
構築するとともに、その研究基盤を利活用
した目標設定型の先端研究開発を一体的
に行う。

前

ゲノム研究バイオバンク事業

世界最大級の疾患バイオバンク（BBJ）に
ついて、ゲノム医療の実現を推進するた
め、管理・運用を行うとともに、保有する
試料・情報の利活用の促進する。

ゲノム医療実現バイオバンク利活用プログラム

我が国のコホート・バイオバンクの連携を促進し、成果を活用で
きる仕組みを整備するため、本事業の下に「東北メディカル・メ
ガバンク計画」、「ゲノム研究バイオバンク事業」、「ゲノム医療
実現推進プラットフォーム事業」、加えて、ゲノムデータ等基盤
的な情報の充実を目指す「次世代医療基盤を支えるゲノム・オ
ミックス解析」実施する。各コホート・バイオバンクを連携を加速
し、成果の利活用を促進することで、次世代医療の実現を目指
す。

前

後

中

【ライフサイエンス分野研究開発プラン／データ利活用・ライフコースプログラム】

○「重点的に推進すべき取組」と「該当する研究開発課題」
○アウトプット指標：研究成果の科学誌への論文掲載件数
〇アウトカム指標：新たな疾患関連遺伝子・薬剤関連遺伝子の同定数

後

ゲノム・
データ基盤
の整備・利
活用を促進
し、ライフス
テージを俯
瞰した疾患
の発症・重
症化予測、
診断、治療
等に資する
研究開発を
推進する。

ライフサイエンス委員会

東北メディカル・メガバンク計画

次世代医療実現バイオバンク利活用プログラム
（仮称）

新たな疾患
関連遺伝子
・薬剤関連
遺伝子の同
定数
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2018
(FY30)

2019
(FY31)

2020
(FY2)

2021
(FY3)

2022
(FY4)

2023
(FY5)

2024
(FY6)

2025
(FY7)

2026
(FY8)

2027
(FY9)

2028
(FY10)

2029
(FY11)

2030
(FY12)

脳科学研究戦略的推進プログラム

臨床と基礎研究の連携強化によ
る精神・神経疾患の克服
（融合脳）

行動選択・環境適応を支える種
を超えた脳機能原理の抽出と解
明（環境適応脳）

中

中

戦略的国際脳科学研究の推進
（国際脳）

革新的技術による脳機能ネットワーク
の全容解明プロジェクト（革新脳）

中

中

シーズの導出件数

前

老化メカニズムの解明・制御プロジェクト

老化遅延による健康寿命の延長を目的として、老化そ
のものを加齢関連疾患ととらえ、老化メカニズムの解
明、制御を目指す基礎研究を体系的に実施するととも
に、疾患への応用・人材育成等を包括的に推進する。

中 後

【ライフサイエンス分野研究開発プラン／シーズ開発・基礎研究プログラム】

○「重点的に推進すべき取組」と「該当する研究開発課題」
○アウトプット指標：科学誌に論文が掲載された研究成果の数等
〇アウトカム指標：シーズの他の統合プロジェクトや企業等への導出件数等

アカデミア
の組織・分
野の枠を超
えた研究体
制を構築し、
新規モダリ
ティの創出
に向けた画
期的なシー
ズの創出・
育成等の
基礎的研
究を推進す
るとともに、
先進国や
政策上重
要な国々
等との国際
共同研究を
強化する。

後

ライフサイエンス委員会

中

脳神経科学統合プログラム

基礎と臨床、アカデミアと産業界の連携強化により、革新技術・研究基盤
の成果をさらに発展させ、脳のメカニズム解明等を進めるとともに、数理
モデルの研究基盤（デジタル脳）を整備し、認知症等の脳神経疾患・精神
疾患の画期的な診断・治療・創薬等シーズの研究開発を推進する。
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2014

(FY26)

2015

(FY27)

2016

(FY28)

2017

(FY29)

2018

(FY30)

2019

(FY31)

2020

(FY2)

2021

(FY3)

2022

(FY4)

2023

(FY5)

2024

(FY6)

2025

(FY7)

2026

(FY8)

2027

(FY9)

2028

(FY10)

2029

(FY11)

中

中

国立研究開発法人日本医療研
究開発機構が国際連携推進の
ために各国機関と締結している
有効な覚書の数

中

中

ライフサイエンス委員会

中

中

革新的先端研究開発支援事業

世界最先端の医療の実現に向けて、革新的シーズを将来にわたって創出し続けるための分野横断的な基礎研究を推進する。

医療分野国際科学技術共同研究開発推進事業

医療分野における先進・新興国、開発途上国との国際共同研究等を戦略的に推進し、最高水準の医療の提供や地球規模課題の解決に貢献することで、国際協力によるイノベーション創出や科学技術外交の強化を
図る。

アカデミア
の組織・分
野の枠を超
えた研究体
制を構築し、
新規モダリ
ティの創出
に向けた画
期的なシー
ズの創出・
育成等の
基礎的研
究を推進す
るとともに、
先進国や
政策上重
要な国々
等との国際
共同研究を
強化する。
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2014

(FY26)

2015

(FY27)

2016

(FY28)

2017

(FY29)

2018

(FY30)

2019

(FY31)

2020

(FY2)

2021

(FY3)

2022

(FY4)

2023

(FY5)

2024

(FY6)

2025

(FY7)

2026

(FY8)

2027

(FY9)

2028

(FY10)

2029

(FY11)

中 後

中

後中

前

前

治験計画届の届出数
薬事承認申請を行った数

橋渡し研究加速ネットワーク
プログラム

基礎研究の成果を臨床へのつなげ
るための橋渡し研究支援拠点の機
能を強化するとともに、これら拠点
を中核としたネットワークを形成し、
成果の実用化に向けた取組の加速
を図る。

橋渡し研究戦略的推進プログラム

全国の大学等の拠点において、他機関のシーズの積極的
支援や産学連携を強化し、大学等発の有望なシーズを育成
することで、アカデミア等における革新的な基礎研究の成果
を臨床研究・実用化へ効率的に橋渡しができる体制を我が
国全体で構築し、革新的な医薬品・医療機器等をより多く持
続的に創出することを目指す。

橋渡し研究プログラム

橋渡し研究支援機関（文部科学大臣認定）を通じ、アカデミア等の優れた基礎研究の成果を臨床研究・実用化へ
効率的に橋渡しできる体制を構築し、 機関内外のシーズの積極的支援、臨床研究中核病院（厚生労働大臣承
認）との緊密な連携、産学連携の強化等を通じて、革新的な医薬品・医療機器等の創出に貢献する。

【ライフサイエンス分野研究開発プラン／橋渡し・臨床加速化プログラム】

○「重点的に推進すべき取組」と「該当する研究開発課題」
○アウトプット指標：橋渡し研究支援拠点で支援しているシーズ数
〇アウトカム指標：治験計画届の届出数、薬事承認申請を行った数

ライフサイエンス委員会

前 中

医学系研究支援プログラム

研究者の研究活動と、大学病院・医学
部としての研究環境改善に係る取組と
を一体的に支援することにより、医学系
研究の研究力を抜本的に強化する。

後

「革新的医
療技術創
出拠点」の
機能を活用
して基礎研
究から臨床
試験段階
までの一貫
した橋渡し
研究開発
支援を行う
シーズ研究
費事業等を
実施する。

中
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2014
(FY26)

2015
(FY27)

2016
(FY28)

2017
(FY29)

2018
(FY30)

2019
(FY31)

2020
(FY2)

2021
(FY3)

2022
(FY4)

2023
(FY5)

2024
(FY6)

2025
(FY7)

2026
(FY8)

前

ナショナルバイオリソース
プロジェクト（第３期）

実験動物等の研究材料について収
集・保存・提供を行う拠点を
整備するとともに、国内外の大学及
び研究機関等に提供することにより、
質の高いライフサイエンスの研究の
推進に貢献する。

ナショナルバイオリソースプロジェクト（第４期）

前 後中 後 中

国が戦略的に整備することが重要なバイオリソースにつ
いて、体系的な収集・保存・提供等の体制を整備し、品質
の確保された世界最高水準のバイオリソースを大学・研
究機関等に提供することにより、我が国のライフサイエン
ス研究の発展に貢献する。

中 前後

【ライフサイエンス分野研究開発プラン／ライフサインエンス研究基盤整備プログラム】

○「重点的に推進すべき取組」と「該当する研究開発課題」
○アウトプット指標：ナショナルバイオリソースプロジェクトの中核拠点や情報センターの整備件数、データベース統合化に向けて集積したデータ量
○アウトカム指標：ナショナルバイオリソースプロジェクトの大学・研究機関等が、中核拠点から提供された実験動植物等を利用した成果として発表した論文数

ライフサイ
エンス研究
基盤として
のバイオリ
ソースの整
備、多種多
様なライフ
サイエンス
研究データ
の高度利
活用を可能
とする技術
開発及びラ
イフ分野で
のAI for 
Scienceを
推進するた
めの研究
拠点強化を
一体的に
推進する。

ライフサイエンス委員会

ライフサイエンス研究基盤整備事業

国が戦略的に整備することが重要なバイオリソースについて、体
系的な収集・保存・提供等の体制を整備し、質の高いバイオリソー
スを大学・研究機関等に提供することにより、我が国のライフサイ
エンス研究の発展に貢献する。

（１）ナショナルバイオリソースプロジェクト（第５期）

（２）ナショナルライフサイエンスデータベースプロジェクト
※令和6年度補正予算から実施

研究対象毎に規格が異なる膨大なライフサイエンスデータベース
を機能的に連携・統合化し、研究分野を横断する革新的なデータ
解析・利活用を可能とするための基盤技術開発を行うことにより、
我が国のライフサイエンス研究の発展に貢献する。

（３）ライフ分野のAI for Scienceのユースケース創出にむ
けた研究拠点強化（仮称）

（１） 大学・研究機関
等が、中核拠点か
ら提供された実験
動植物等を利用し
た成果として発表
した論文数

（２）統合化したデータ
ベースの利用者数

（３）検討中

10



【別添１】ライフサイエンス分野研究開発プラン 上位施策抜粋
● 第６期科学技術・イノベーション基本計画 （令和３年３月26 日閣議決定）
第２章  Society 5.0 の実現に向けた科学技術・イノベーション政策
２. 知のフロンティアを開拓し価値創造の源泉となる研究⼒の強化
（２）新たな研究システムの構築（オープンサイエンスとデータ駆動型研究等の推進）
データ駆動型の研究を進めるため、2023 年度までに、マテリアル分野において、良質なデータが創出・共用化されるプラットフォームを整備し、
試験運用を開始する。また同様に、ライフサイエンス分野においても、データ駆動型研究の基盤となるゲノム・データをはじめとした情報基盤や生
物遺伝資源等の戦略的・体系的な整備を推進する。

第３章 科学技術・イノベーション政策の推進体制の強化
２．官⺠連携による分野別戦略の推進
⑤ 健康・医療

第４次産業⾰命のただ中、世界的に医療分野や⽣命科学分野で研究開発が進み、こうした分野でのイノベーションが加速することで、疾
患メカニズムの解明や新たな診断・治療⽅法の開発、ＡＩやビッグデータ等の利活⽤による創薬等の研究開発、個⼈の状態に合わせた個別
化医療・精密医療等が進展していくことが⾒込まれている。
 このような状況変化等を背景に、第６期基本計画期間中は、2020 年度から2024 年度を対象期間とする第２期の「健康・医療戦略」

及び「医療分野研究開発推進計画」等に基づき、医療分野の研究開発の推進として、ＡＭＥＤによる⽀援を中核として、他の資⾦配分機
関、インハウス研究機関、⺠間企業とも連携しつつ、医療分野の基礎から実⽤化まで⼀貫した研究開発を⼀体的に推進する。特に喫緊の課
題として、国産の新型コロナウイルス感染症のワクチン・治療薬等を早期に実⽤化できるよう、研究開発への⽀援を集中的に⾏う。また、医療
分野の研究開発の環境整備として、橋渡し研究⽀援拠点や臨床研究中核病院における体制や仕組みの整備、⽣物統計家などの専⾨⼈
材及びレギュラトリーサイエンスの専⾨家の育成・確保、研究開発におけるレギュラトリーサイエンスの普及・充実等を推進する。さらに、新産業
創出及び国際展開として、公的保険外のヘルスケア産業の促進等のための健康経営の推進、地域・職域連携の推進、個⼈の健康づくりへの
取組促進などを⾏うとともに、ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ（ＵＨＣ）の達成への貢献を視野に、アジア健康構想及びアフリカ健康構想の
下、各国の⾃律的な産業振興と裾野の広い健康・医療分野への貢献を⽬指し、我が国の健康・医療関連産業の国際展開を推進する。
● 統合イノベーション戦略2025 （令和７年６月６日閣議決定）
別添 Society 5.0 の実現に向けた科学技術・イノベーション政策
２．知のフロンティアを開拓し価値創造の源泉となる研究力の強化
（２）新たな研究システムの構築（オープンサイエンスとデータ駆動型研究等の推進）
② 研究ＤＸを支えるインフラ整備と高付加価値な研究の加速
•データ駆動型研究を中心とした我が国のライフサイエンス研究の発展のため、生物遺伝資源（バイオリソース）等の利活用促進に向けて、ゲ
ノム編集等の研究動向や技術革新を反映させたバイオリソースの新たな展開を志向する戦略的・体系的な技術開発・情報整備を推進。11



第３期健康・医療戦略

○ 本戦略は、健康・医療戦略推進法（平成26年法律第48号）第17条に基づき、国民が健康な生活及び長寿を享受することのできる社会（健康長寿社会）を形成するため、
政府が講ずべき①医療分野の研究開発に関する施策、②健康長寿社会に資する新産業創出等に関する施策を総合的かつ計画的に推進するべく策定するもの。

○ ①による世界最高水準の医療の提供や、②による産業の活性化により、社会課題を解決し、経済成長に結びつける。
○ 対象期間：2025年度から2029年度までの５年間。なお、フォローアップの結果等を踏まえ、必要に応じて見直しを行う。

Ⅰ 基本理念・対象期間

Ⅱ 現状と課題・Ⅲ 基本方
針
【現状と課題】

・新型コロナウイルス感染症の発生 ・研究開発力の低下 ・ドラッグ・ラグ／ドラッグ・ロス ・グローバルヘルスを取り巻く環境変化 等

【今後の方向性】
・出口を明確にした研究開発パスウェイの設定
・社会的課題の解決に資する研究開発の推進
・臨床試験支援プラットフォームの構築
・創薬・医療機器創出エコシステムの構築・イノベ人材力の強化
・アジア健康構想・アフリカ健康構想・グローバルヘルス戦略の一体的な推進
・ヘルスケア市場の拡大
・基礎研究の充実と研究基盤及び研究開発人材の強化

【基本方針】
・官民の役割分担・連携による医薬品・医療機器の開発・確保
・事業予見性拡大による、研究開発に参画するプレイヤーの拡大
・基礎から実用化までの一貫した研究開発の加速
・統合プロジェクトの再編
・最先端の研究開発を支える環境の整備等
・感染症有事に備えた対応
・新産業創出に向けたイノベーション・エコシステムの構築
・アジア健康構想・アフリカ健康構想・グローバルヘルス戦略の一体的な推進
・データ利活用による研究開発成果の拡大

１．世界最高水準の医療の提供に資する医療分野の研究開発の推進
(1)医療分野の研究開発の一体的推進
(2)分野融合や新たなモダリティの絶え間ないシーズ創出・育成
(3)インハウス 研究開発

※ 政府研究機関が自らの業務として取り組む医療分野の研究開発
(4)８つの統合プロジェクト

①医薬品 ⑤データ利活用・ライフコース
②医療機器・ヘルスケア ⑥シーズ開発・基礎研究
③再生・細胞医療・遺伝子治療 ⑦橋渡し・臨床加速化
④感染症 ⑧イノベーション・エコシステム

(5)疾患領域に関連した研究開発
(6)全８統合プロジェクトに共通する取組 

２．研究開発の環境の整備及び成果の普及等
(1)研究基盤の整備

・臨床研究中核病院等拠点の整備
・国際水準の治験・臨床試験実施体制の整備

(2)研究開発の推進体制の整備
・研究人材力の強化（分野横断的人材の育成、異分野人材の参入等）
・人材流動の促進
・バイオリソース利用体制の国内整備
・バイオバンクの戦略的構築・利活用体制の整備
・裾野の広い、あらゆる研究開発の源泉としての基礎研究の推進

(3)制度及び運用の充実
・レギュラトリーサイエンス、国際規制調和の推進
・イノベーションに対する適切な評価の実施

(4)研究開発の成果の普及
・研究開発における「社会共創」の取組の推進

Ⅳ 具体的施策 ３．エコシステムの拡大による研究開発等の成果の拡大
・官民協議会による外資系企業・外国資金の呼び込み、

国内外のアカデミア・スタートアップと製薬企業・Venture Capital（VC）のマッチングの推進
・創薬クラスターの育成、創薬基盤強化に係る安定的・継続的な支援枠組みの構築
・国内医療機器スタートアップと既存企業との連携に対する支援
・エビデンス構築等を行う環境整備のための支援（医療機器産業振興の拠点の充実等）
・薬事規制の見直し（国際共同治験における日本人での第Ⅰ相の考え方の整理等）
・新規モダリティの実用化推進のための相談・支援体制の整備
・各種英語対応、国際共同審査枠組みへの参加、「国際的に開かれた薬事規制」の発信
・革新的医薬品・医療機器の価値に応じた評価、長期収載品依存からの脱却等
・バイオシミラーの使用促進
・セルフケア・セルフメディケーションの推進

４．社会的課題の解決に資する研究開発の推進
・国際的に競争力のあるFIH 試験実施体制の整備

※ First in Human
・臨床研究中核病院の承認要件の見直し
・国内外の臨床試験ネットワークの強化
・海外企業の国内治験実施の支援
・多施設共同治験での単一の治験審査委員会での審査（single IRB ）の原則化

※ Institutional Review Board
・分散型臨床試験（DCT ）の推進

※ Decentralized Clinical Trial
・臨床研究等提出・公開システム（jRCT ）等を通じた国民の治験・臨床試験に対する理解促進

※ Japan Registry of Clinical Trials
・CDMO に対する支援・連携強化やFIH試験実施拠点との融合

※ Contract Development and Manufacturing Organization
・小児・難病・AMR 等に対応する医薬品・希少疾病用医薬品等の開発促進等

※ Antimicrobial Resistance
・認知症施策推進基本計画に基づく研究開発の推進
・予防・健康づくりの推進
・「がん研究10か年戦略（第５次）」を踏まえたがん対策

※

※

※

※

※

※

※

【別添２】
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５．次なる感染症有事に備えた研究開発体制の整備
・感染症研究基盤の強化・充実
・ワクチン・診断薬・治療薬の研究開発・研究支援の推進
・病原体の情報等の早期入手・研究開発関係機関への分与・提供
・ワクチンの開発・製造等に係る体制の整備
・必要な薬事規制の整備（緊急時における柔軟な薬事審査の体制整備等）
・ワクチン等に関する国民への分かりやすい情報提供

６．健康長寿社会の形成に資する新産業創出及び国際展開の促進等
６ー１．新産業創出

(1)公的保険外のヘルスケア産業の促進等
○職域・地域・個人の健康投資の促進
・健康経営の推進
・保険者における予防・健康づくり等のインセンティブ措置の強化
・継続的かつ包括的な保健事業のための地域・職域連携の推進
・個人の健康づくりへの取組促進（ヘルスケアポイントの付与等）
○適正なサービス提供のための環境整備
・ヘルスケアサービスの品質評価の取組推進（業界自主ガイドラインの策定支援等）
・イノベーションの社会実装（ICT、AI、ロボット等の開発・導入支援等）
○個別の領域の取組
・機能性表示食品に係る情報提供の充実、地域資源を活用した商品・サービスの創出・活用
・スポーツを通じた健康づくりの推進、スポーツツーリズムの促進
・コンパクト・プラス・ネットワークや「居心地が良く歩きたくなる」まちなかづくりの推進、

高齢になっても安心して暮らせる住まいの整備・活用
・働く家族介護者を巡る課題への対応
・ヘルステックも活用した介護負担の軽減

(2)新産業創出に向けたイノベーション・エコシステムの強化
・官民ファンド等による資金支援
・「MEDISO」 における一元的相談窓口の新設、「CARISO（仮称）」 の立上げ

※１ Medical Innovation Support Office ※２ Care Innovation Support Office
・産学官連携による戦略的取組（データ利活用基盤の整備等に必要な取組の検討・実施等）
・ヘルスケアスタートアップ振興（社会実装支援を担う地域拠点の整備等）

６―２．国際展開の促進
○アジア健康構想の推進
・高齢化等に伴う諸課題への対応（我が国の国際的な健康・医療・介護の拠点

及びサービスの更なる進出の支援と、それを通じたUHC の達成への貢献）
※ universal health coverage

・各国のニーズに応じた産業・社会基盤の整備
・アジアにおける規制調和の推進、長期的な協力・互恵関係の構築
○アフリカ健康構想の推進
・各国のニーズに応じた産業・社会基盤の整備
・アフリカにおける医療・ヘルスケアサービス関係の人材育成・技術移転
○医療のアウトバウンドとインバウンドの推進
○グローバルヘルス戦略に基づく取組の推進（UHCナレッジハブの設置等）
○国際公共調達への参入の推進

７．世界最先端の研究開発のためのデータ利活用
・医療DXの推進（全国医療情報プラットフォームの創設等）
・国を主体とするRWD の二次利用の推進（仮名化情報の提供に向けた法整備等）

※ Real World Data
・民間を主体とするRWD等の二次利用の促進（次世代医療基盤法に基づくRWDの

二次利用の推進等）
・RWD等の二次利用に関する制度的あい路の解消（入口規制と出口規制の在り方

の検討等）

８．健康・医療に関する先端的研究開発及び新産業創出に関する教育の振興、
人材の育成・確保等に関する施策

・多様なプレイヤーと連携し、出口志向の研究開発をリードできる人材の確保
・バイオ製造人材の育成（実生産施設を用いたより実践的な研修の実施等）
・アカデミア人材の育成（治験・臨床試験の実施意義等に関する教育の強化等）
・国際共同治験・臨床試験の推進に向けた人材育成
・国際展開のための人材の育成（国際頭脳循環の推進等）
・日本医療研究開発大賞の表彰

９．成果目標
・ 平均寿命の増加分を上回る健康寿命の増加
・ 現下で生じているドラッグ・ロスを解消するため、我が国で当該疾患の既存薬

がない薬剤等の必要な医薬品等について、2026年度までに開発に着手する。さら
に、官民協議会における議論・検討内容も加えて、新たなドラッグ・ロスの発生
を減少させる。

・ 官民協議会における議論を踏まえた各施策を通じて、事業予見性を拡大し、製
薬産業の投資拡大を図るとともに、我が国の市場の医薬品売上高を増加基調とす
る。

・ 国内スタートアップと既存企業との連携等により我が国発の革新的な医薬品、
医療機器等の開発を進める。

・ 平時より感染症領域の産業振興及び研究開発等に取り組み、感染症有事発生の
際には迅速に国産ワクチン・診断薬・治療薬を含めた感染症危機対応医薬品等の
研究開発が行われ、利用できる体制を構築する。

・ 世界トップレベルの健康長寿を達成してきた知見や優位性を活かし、G7、G20
諸国、グローバルサウス諸国や国際機関、民間企業、研究機関、市民社会など多
様なステークホルダーとの連携を通じて、世界のUHC達成やPPR強化等に貢献す
るとともに、我が国の健康リスクへの備えをさらに強化する。

・ グローバルサウス諸国等との連携による我が国の健康・医療関連産業の国際展
開や各国との規制調和等の推進を通じ、我が国の経済安全保障に資する健康・医
療関連産業のサプライチェーンの多様化を図り、国際保健分野における我が国の
プレゼンスを向上させる。

・ 情報基盤プラットフォームの整備等に継続的に取り組み、既存のバイオバンク
等に加え、医療情報や公的資金による支援で生み出された研究開発データ等、仮
名加工医療情報も含めた幅広いデータを連携し、体系的に利活用できる仕組みの
構築を目指す。

・ 医療水準の向上を目指すとともに、我が国の経済成長につながる研究開発の成
果が創出できるよう、基礎研究を安定的・継続的に支援するとともに、その成果
が絶え間なく企業導出される仕組みの構築を目指す。

○ 健康・医療戦略推進本部の取組（同本部が果たす本戦略に係る司令塔機能としての役割等）
○ AMEDの取組（基礎研究・応用研究から臨床研究の各段階において有望なシーズをいち早く企業へ導出することを目指して、実用化フローを強化する。このため、事業間をつない

で連続的に研究開発を支援する仕組みを構築し、また、補助等事業の間で連続的な支援を行うよう、調整費を機能強化し、採択プロセスを柔軟に運用する。 ）
○ 関係者の役割及び相互の連携・協力

Ⅴ 推進体制

※１ ※
２

※

※
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第３期 医療分野研究開発推進計画（概要）
医療分野研究開発推進計画とは、健康・医療戦略推進法第18条に基づき、政府が講ずべき医療分野の研究開発並びにその環境の整備及び成果の普及に関する施策の集中的かつ計画的な推進を

図るため、健康・医療戦略推進本部が策定する計画。

 国立研究開発法人日本医療研究開発機構(AMED)が研究機関の能力を活用して行う医療分野の研究開発及びその環境の整備等の中核的な役割を担うよう作成する。

   対象期間：2025-2029年度

課題 求められる取組

健康長寿社会の実現に向け世界最高水準の医療技術に資する研究開発を推進し、その成果により産業競争力強化にも貢献する。

絶え間なく創薬シーズを創出し、出口志向性を強化して成果の実用化を加速する。

 基礎から実用化までの一貫した研究開発の加速：基礎研究の継続的安定的支援、事業間の連携強化、出口志向性の強化

 統合プロジェクト(PJ)の再編：感染症PJ、イノベーションエコシステムPJを新たに設定

 最先端の研究開発を支える環境の整備：拠点の活性化、施設設備の共用促進、人材力の強化、基礎研究の充実、研究基盤の整備

 感染症有事に備えた対応

基本方針：第３期の計画策定の基本的な方向性を４つの観点で整理

１．世界最高水準の医療の提供に資する医療分野の研究開発

(1)研究開発の一体的推進  ：推進本部が予算要求配分方針を調整

(2)インハウス研究開発       ：政府機関の行う関連研究との連携

(3)統合プロジェクト            ：各省庁の関連事業を一元管理のもとで推進

  ①医薬品PJ       ②医療機器・ヘルスケアPJ

③再生・細胞医療・遺伝子治療PJ      ④感染症PJ

⑤データ利活用・ライフコースPJ    ⑥シーズ開発・基礎研究PJ

  ⑦橋渡し・臨床加速化PJ       ⑧イノベ-ション・エコシステムPJ

(4)疾患領域に関連した研究開発

(5)全８統合PJに共通して推進する取組

 ①基礎から実用化までの一貫した研究開発の加速：

伴走支援機能の強化、成果の移転の促進

 ②新規モダリティの創出・育成

 ③研究DX、オープンサイエンスの推進

④国際展開

2. 研究開発環境の整備 及び成果の

普及等

(1)研究基盤の整備

・臨床研究中核病院等拠点の強化

・国際水準の治験・臨床試験実施体

制の整備

・施設・設備の共用・利用体制の整備

(2)推進体制の整備

・人材力の強化

・人材流動の促進

・基礎研究の推進

(3)制度及び運用の充実

・レギュラトリーサイエンス及び国際規制調

和の推進

3. AMEDの役割

(1) 優れたシーズの創出・実用化の加速

出口志向の研究開発マネジメント、

事業間連携の強化、

シーズの育成

   ◆AMEDにおいて、調整費の柔軟な活用により各省庁補助等
事業の間の連携を確保し切れ目ない支援を行うとともに、
革新的なシーズを継続して創出しつつ事業の検討段階か
ら出口志向の研究開発マネジメントを行うことによって、優
れたシーズの企業への導出を加速する。実施のために必
要な体制整備を行う。

(2)統合プロジェクトの運営

(3)伴走支援体制の整備

(4)統合プロジェクトに共通する取組 及び研究
開発環境の整備の推進

目指すもの：薬事承認件数の増、製品上市数の増、ガイドラインへの反映の増、企業導出件数130件/年(20件増)、被引用度Top1%の論文数120件/年
推移の観測：成果の権利譲渡契約/実施許諾、新規品目の薬事承認、海外承認件数、国際共同治験数、AMED主導の事業間連携数 等

成果目標：目標の位置づけを、目指すもの・達成を管理するもの・推移を観測するものに整理し、進捗に応じ見直すことを明記

研究開発等施策：具体的な取り組みを整理するとともにその実施体制の強化を記述

現状認識
• 高齢化に伴う医療の必要性の増大

• 感染症有事を経験

• 医薬品、医療機器の輸入超過が増大

• 新規モダリティ開発の世界的な潮流

• AI技術活用による社会変革の予期

• 我が国の医薬品産業等の競争力低下

• ライフサイエンスの研究力低下         の指摘

• ドラッグ・ラグ／ドラッグ・ロス問題

• 出口志向の研究開発の推進

• 国際水準の臨床試験実施体制の整備

• 新規モダリティの国内製造体制の整備

• 絶え間ないシーズの創出

基礎研究
開発研究

非臨床 臨床試験
実用化

民間企業
研究開発、製品化・市場化

応用研究

薬
事
承
認
・

製
品
上
市
等

A事業 B事業 C事業 D事業

AMED
８PJによる研究開発
 革新的な基礎研究
 ニーズはあるものの市場性が低い分野 等

ライフコース領域難病・希少疾患領域がん領域

⑤データ利活用・ライフコースPJ

⑦橋渡し・臨床加速化PJ

④感染症PJ

①医薬品PJ

②医療機器・ヘルスケアPJ 

③再生・細胞医療・遺伝子治療PJ

⑧
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン

・
エ
コ
シ
ス
テ
ムP

J

⑥
シ
ー
ズ
開
発

・
基
礎
研
究P

J
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ワクチンを国内で開発・生産出来る力を持つことは、国民の健康保持への寄与はもとより、外交や安全保障の観点からも極めて重要
今回のパンデミックを契機に、我が国においてワクチン開発を滞らせた要因を明らかにし、解決に向けて国を挙げて取り組むため、政府が

一体となって必要な体制を再構築し、長期継続的に取り組む国家戦略としてまとめたもの

ワクチン開発・生産体制強化戦略（概要）

• 最新のワクチン開発が可能な研

究機関の機能、人材、産学連携

の不足

• ワクチン開発への戦略的な研究

費配分の不足

• 輸入ワクチンを含め迅速で予見

可能性を高める薬事承認の在り

方等

• 特に第Ⅲ相試験をめぐる治験実

施の困難性

• ワクチン製造設備投資のリスク

• シーズ開発やそれを実用化に結

び付けるベンチャー企業、リスク

マネー供給主体の不足

• ワクチン開発・生産を担う国内

産業の脆弱性

• 企業による研究開発投資の回

収見通しの困難性

①世界トップレベルの研究開発拠点形成<フラッグシップ拠点を形成>
• ワクチン開発の拠点を形成、臨床及び産業界と連携し、分野横断的な研究や、新規モダリティを活用

②戦略性を持った研究費のファンディング機能の強化〈先進的研究開発センターをAMEDに新設・機能強
化〉

• 産業界の研究開発状況、国内外の新規モダリティ動向を踏まえ、ワクチン実用化に向け政府と一体と
なって戦略的な研究費配分を行う体制をAMEDに新設

③治験環境の整備・拡充<国内外治験の充実・迅速化>
• 臨床研究中核病院の緊急時治験の要件化や治験病床等の平時からの確保
• アジア地域の臨床研究・治験ネットワークを充実

④薬事承認プロセスの迅速化と基準整備
• 新たな感染症に備えて、あらかじめ臨床試験の枠組みに関する手順を作成
• 緊急事態に使用を認めるための制度の在り方を検討

⑤ワクチン製造拠点の整備<平時にも緊急時にも活用できる製造設備の整備>
• ワクチンとバイオ医薬品の両用性（デュアルユース設備）とする施設整備、改修支援

⑥創薬ベンチャーの育成<創薬ベンチャーエコシステム全体の底上げ>
• 創薬ベンチャーにとって特にリスクの大きな第Ⅱ相試験までの実用化開発支援等

⑦ワクチン開発・製造産業の育成・振興
• 新たな感染症発生時の国によるワクチン買上げなど国内でのワクチン供給が円滑に進むよう検討、
国際的枠組みを通じた世界的供給やODAの活用等を検討

• ワクチンの開発企業支援、原材料の国産化、備蓄等を担う体制を厚生労働省に構築

⑧国際協調の推進
• ワクチン開発、供給、薬事承認の規制調和の国際的合意形成、ＣＯＶＡＸ等への貢献

⑨ワクチン開発の前提としてのモニタリング体制の強化

以上を実現するため研究開発を超えた総合的な司令塔機能や関係閣僚での議論の場を構築すべき

• 第Ⅲ相試験の被験者確保の困難性等に対応するため、薬事承認はICMRA（薬事規制当局国際連携組織）の議論を踏まえ、コンセンサ
スを先取りし、検証試験を開始・速やかに完了できるよう強力に支援

• 国産ワクチンの検証試験加速のため、臨床研究中核病院の機能拡充に加え、臨床試験受託機関等も活用 等

研究開発・生産体制等の課題 ワクチンの迅速な開発・供給を可能にする体制の構築のために必要な政策

喫緊の新型コロナウイルス感染症への対応

【別添４】
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【別添５】
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医学系研究支援プログラム（仮称）の概要 

１． 課題実施期間及び評価時期  

令和７年度～ 

中間評価 令和１０年度を予定 

２． 研究開発目的・概要 

ライフサイエンス研究は、基礎生命科学と臨床医学を合わせると国内、世界の論文

生産数の約半分を占め、研究力に大きな役割を果たしているが、基礎生命科学・臨

床医学ともに、ハイインパクトな論文数に占める日本のシェアは低下しており、創

薬シーズ創出やバイオテクノロジー開発といったイノベーションの源泉であるラ

イフサイエンス研究の研究力低下が懸念されている。これに加えて、我が国の医学

研究の中核的な機関である大学病院・医学部において、研究時間の減少が特に深刻

であり、医師の働き方改革が進められる中、医師である研究者の研究時間の状況は

更に厳しくなることが予測される。この状況を打開するため、大学病院・医学部に

おける研究力向上の取組と研究者の研究活動を一体的に支援することにより、医学

系研究者の研究時間の確保、他分野との連携の強化、海外等との頭脳循環などによ

る研究者の流動性向上を実現し、医学研究力の抜本的強化を図る。

３． 予算（概算要求予定額）の総額 

年度 令和７年度(初年度) 

概算要求予定額 調整中 

４． その他 

本プログラムは、大学病院政策とライフサイエンス政策の両面から取り組まれるべきも

のであり、「今後の医学教育の在り方に関する検討会」等において検討される大学病院政

策との連携が重要である。 

また、本プログラムについては、健康・医療戦略等の国家戦略へ貢献するものとなるよ

う、関係府省庁と連携して取り組まれることが必要である。 
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１．プランを推進するにあたっての大目標：「環境・エネルギーに関する課題への対応」（施策目標９－２）
概要：気候変動への対応やカーボンニュートラルの実現、それに伴う社会変革（GX）の推進等の地球規模課題は、人類の生存や
社会生活と密接に関係している。これらの諸問題に科学的知見をもって対応するため、環境エネルギー分野の研究開発成果を生み  
出す必要がある。

２ー１．プログラム名：環境エネルギー科学技術分野研究開発プログラム（気候変動研究）
概要：気候変動に係る政策や具体的な対策の立案実施に資するよう、その根拠となる科学的知見を生み出すため、気候変動メカニ
ズムの解明や社会のニーズを踏まえた高精度予測データの創出を推進するとともに、国、自治体、企業等の気候変動対策を中心とした
意思決定への貢献につながる地球環境データ及び解析システムを利活用した研究開発を推進する。
２ー２．プログラム名：環境エネルギー科学技術分野研究開発プログラム（GX技術）
概要：カーボンニュートラルの実現に向けて、徹底的な省エネルギーや温室効果ガスの抜本的な排出削減を実現するため、従来の   
延長線上ではない新発想に基づく脱炭素化技術や地域のカーボンニュートラルに必要な分野横断的な知見を創出するための基礎 
基盤研究を推進する。

上位施策：
 第６期科学技術・イノベーション基本計画 （令和３年３月26日閣議決定）
 地球温暖化対策計画 （令和7年2月18日閣議決定）
 気候変動適応計画（令和3年10月22日閣議決定）
 パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦略 （令和３年10月22日閣議決定）
 統合イノベーション戦略2025 （令和7年６月6日閣議決定） ※詳細は別添

【環境エネルギー科学技術分野研究開発プラン】
令和４年７月２９日

環境エネルギー科学技術委員会

令和７年８月８日一部改訂
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上位施策：２ー１．環境エネルギー科学技術分野研究開発プログラム（気候変動研究）
 第６期科学技術・イノベーション基本計画 （令和３年３月26日閣議決定）

• ⾼精度な気候変動予測情報の創出や、気候変動課題の解決に貢献するため温室効果ガス等の観測データや予測情報などの地球環境ビッグデータの
蓄積・利活⽤を推進する。

• データ統合・解析システム（ＤＩＡＳ）を活⽤した地球環境ビッグデータの利⽤による災害対応に関する様々な場⾯での意思決定の⽀援や、地理空
間情報を⾼度に活⽤した取組を関係府省間で連携させる統合型G 空間防災・減災システムの構築を推進する。

 地球温暖化対策計画 （令和7年2月18日閣議決定）
• 継続的な気候モデルの開発を通じた、気候変動や温室効果ガス等の物質循環のメカニズムの解明及び日本域を中心としたより高精度な気候予測デー

タの創出、極端現象に対する地球温暖化の寄与を定量的に評価するイベント・アトリビューション手法等を活用した地球温暖化の現状把握と予測精度
の向上及びそのために必要な技術開発の推進、地球温暖化が環境、社会・経済に与える影響の評価、温室効果ガス排出量の削減及び適応策との統
合等の研究を、国際協力を図りつつ、戦略的に推進する。

• 地球観測データや気候予測データ等の地球環境ビッグデータの蓄積や利活用を推進するためのプラットフォームである「データ統合・解析システム」
（DIAS）の長期的・安定的な運用やユーザーが活用しやすい環境の整備、及びDIASを活用した気候変動対策に資する研究開発等を推進する。

 気候変動適応計画（令和3年10月22日閣議決定）
• 国、地方公共団体、事業者、国民等、あらゆる主体が科学的知見に基づき気候変動適応を推進できるよう、気候変動適応に関する情報基盤である

A-PLATの充実・強化を図り、DIAS（データ統合・解析システム）とも連携して、気候変動影響及び気候変動適応に関する情報の収集、整理、分析
及び提供を行う。

 パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦略 （令和３年10月22日閣議決定）
• 気候変動メカニズムの更なる解明、予測精度の向上、負の影響・リスクの評価など、観測を含む調査研究の更なる推進とその基盤の充実が重要である。
 統合イノベーション戦略2025 （令和7年６月6日閣議決定）

• 気候変動対策の基盤となる科学的知見（高解像度・高精度等の気候予測データ・ハザード予測データ）の創出及びその利活用を想定した研究開発
を一体的に実施。

• ＤＩＡＳを長期的・安定的に運用するとともに、共同研究を促進し、データ駆動による気候変動対策に向けた研究開発を実施。また、気候変動に関す
る政府間パネル（ＩＰＣＣ）の第７次評価報告書の作成や、我が国における気候変動対策に対して科学的知見を提供するため、ＤＩＡＳ等の整
備・活用を推進。

62



上位施策：２ー２．環境エネルギー科学技術分野研究開発プログラム（GX技術）
 第６期科学技術・イノベーション基本計画 （令和３年３月26日閣議決定）

• 国土全体に網の⽬のように張り巡らされた、省電力、高信頼、低遅延などの⾯でデータやＡＩの活⽤に適した次世代社会インフラを実現する。（中略）
さらに、宇宙システム（測位・通信・観測等）、地理空間（Ｇ空間）情報、ＳＩＮＥＴ、ＨＰＣ（High-Performance Computing）を含む次
世代コンピューティング技術のソフト・ハード⾯での開発・整備、量子技術、半導体、ポスト５GやBeyond 5Gの研究開発に取り組む。

 地球温暖化対策計画（令和７年２月18日閣議決定）
• パワー半導体や次世代半導体の利活用については、超高効率の次世代パワー半導体（GaN、SiC、Ga2O3等）の実用化に向けて、研究開発を支

援するとともに、導入促進のために、半導体サプライチェーンの必要な部分に設備投資支援などを実施することで、2030年までには、省エネルギー50％以
上の次世代パワー半導体の実用化・普及拡大を進める。

• 次世代型太陽電池、次世代半導体、革新的触媒、潮流発電、人工光合成やメタネーションを含むCCUS/カーボンリサイクル、水素等の革新的イノベー
ションを強力に推進する。

 パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦略 （令和３年10月22日閣議決定）
• 2050年カーボンニュートラルを実現するために、再生可能エネルギーについては、主力電源として最優先の原則の下で最大限の導入に取り組み、水素・

CCUSについては、社会実装を進めるとともに、原子力については、国民からの信頼確保に努め、安全性の確保を大前提に、必要な規模を持続的に活用
していく。

• 脱炭素社会を実現していく上では、「イノベーション＝技術革新」という単一的な見方を是正し、（中略）その観点から、性能や効率も重要だが、ユー
ザーに選ばれることができなければせっかくの性能も発揮できないため、ニーズ側や未来社会像から発想するイノベーションも重要である。

• 技術を創出するイノベーションと合わせて 、社会の脱炭素化を実現していくためには、技術を普及させていく「経済社会システムのイノベーション」が不可欠
である。

• 各地域がその特性を生かした強みを発揮し、自立・分散型社会を形成しつつ、更に地域間が連携し、より広域なネットワークを構築していくことで、補完し
支えあいながら農山漁村も都市もカーボンニュートラルな地域に移行していくことが重要である。

 統合イノベーション戦略2025 （令和7年６月6日閣議決定）
• ＧｔｅＸにおいて、非連続なイノベーションをもたらす革新的ＧＸ技術の創出を目指し、オールジャパンのチーム型研究開発を展開し、社会実装を見据えた産業界と

の連携や海外連携も行いながら、大学等における基盤研究開発と将来技術を支える人材育成を推進。
• 引き続きＧｔｅＸ及びＡＬＣＡ－Ｎｅｘｔを推進し、バイオものづくりを含む、カーボンニュートラル実現に貢献する革新的ＧＸ技術の創出に向けた基礎基盤研究

や人材育成を強化するとともに、地球システムという人類の共有財産（グローバル・コモンズ）の維持に向けて、多階層科学データに基づき環境資源科学を発展させ、
植物や微生物の機能強化、高機能触媒の開発、共生関係を活用した作物生産技術の開発等を推進。

• カーボンニュートラルに向けた知見創出及び大学等間ネットワークを推進。
• 超省エネ・高性能なパワーエレクトロニクス機器の実現を目指した研究開発を推進。
• 次世代の半導体集積回路の創生に向けた研究開発及び人材育成を進めるアカデミアにおける中核的な拠点形成を推進。
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中

中

前

○「重点的に推進すべき取組」と「該当する研究開発課題」
プログラム達成状況の評価のための指標（プログラム２－１）

〇アウトプット指標：論文累積件数（①②）／海外連携実績（②）／共通基盤技術(アプリケーション等)の件数（③）
データセットの登録累積件数（④）

〇アウトカム指標：国、地方自治体、国際機関、民間企業等の気候変動対策検討への活動実績（①②）／DIASの利用者数（③）

【環境エネルギー科学技術分野研究開発プラン／環境エネルギー科学技術分野研究開発プログラム】

環境エネルギー科学技術委員会

①統合
的気候モ
デル高度
化研究プ
ログラム

②気候変動予測先端研究プログラム

全ての気候変動対策の基盤となる気候モデルの開発等を通じて、気候
変動メカニズムの解明や高精度な気候変動予測情報の創出等を実施
。脱炭素社会実現に向けて温室効果ガス排出許容量(カーボンバジェッ
ト)等を評価

後 中 後

③地球環境データ統合・解析プラットフォーム事業

気候変動、防災等の地球規模課題の解決に貢献するため、地球環境ビッグデータ（地球観測データ・気候変動予測データ等）を蓄積・統
合解析・提供するプラットフォーム「データ統合・解析システム（DIAS）」を運用・整備するとともに、プラットフォームを利活用した研究開発
を推進

気候変動
に関する
政府間パ
ネル
（IPCC）へ

の貢献や、
国、地方
自治体、
国際機関、
民間企業
等の気候
変動対策
検討への
活用

中

地球環境
データを蓄
積・統合解
析・提供す
るデータ統
合・解析シ
ステム
(DIAS)を
活用した
地球環境
分野のデ
ータ利活
用を推進

全ての気候
変動対策の
基盤となる
科学的知見
の創出のた
めの気候変
動予測研究
を推進

後
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2021
(FY3)

2022
(FY4)

2023
(FY5)

2024
(FY6)

2025
(FY7)

2026
(FY8)

2027
(FY9)

2028
(FY10)

2029
(FY11)

2030
(FY12)

2031
(FY13)

○「重点的に推進すべき取組」と「該当する研究開発課題」
プログラム達成状況の評価のための指標（プログラム２－２）
〇アウトプット指標：大学等間ネットワークへの参加大学等数（①）／研究開発テーマ数（②③④）／形成された拠点数（④）
〇アウトカム指標：論文累積件数（①②③④）／特許出願累積件数（②③④）／分野横断の共同研究件数（②③）／企業との共同研究件数（④）

環境エネルギー科学技術委員会

①大学の力を結集した、地域の脱炭素化加速のための基盤研究開発

大学等が地域の脱炭素化の取組を支援するためのツール等の開発に係る基
盤的研究の推進と研究成果等の共有のための大学間ネットワークの構築

②革新的パワーエレクトロニクス創出基盤技術研究開発事業
GaN等の優れた材料特性を実現できるパワーデバイスやその特性を最大
限活かすことのできるパワエレ回路システム、その回路動作に対応できる
受動素子等を創出し、超省エネ・高性能なパワエレ技術の創出を実現

中

大学等が地
域の脱炭素
化に向けた
取組を支援
するために
必要な基盤
的な研究開
発を推進

大学等との連携により地
域のカーボンニュートラル
への取組を加速し、我が
国のカーボンニュートラル
目標の実現に貢献

次世代半導
体の研究開
発を加速、
基礎基盤研
究を推進

④次世代X-nics半導体創生拠点形成事業
2035～2040年頃の社会で求められる全く新しい半導体集積回路をアカデミアにおいて創生することを目指し、新しい原理や材料を活用した
挑戦的な研究開発及び人材育成を行う拠点形成を推進

後

前 中

【環境エネルギー科学技術分野研究開発プラン／環境エネルギー科学技術分野研究開発プログラム】

次世代半導体
のウエハ及び
それらを活用し
たデバイスの研
究開発を促進

JST

戦略的創造研究推進事業
先端的低炭素化技術研究開発
(ALCA)

理研

環境資源科学研究事業

創発物性科学研究事業

革新的GX技術創出事業(GteX)

戦略的創造研究推進事業 先端的カーボンニュートラル技術開発(ALCA-Next)

未来社会創造事業「地球規模課題である低炭素社会の実現」領域

③DX/GX両立に向けたパワーエレクトロニクス次世代化加速事業（仮）
〇〇〇〇〇〇〇

前 中 後
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気候変動予測先端研究プログラムの概要 

１． 課題実施期間及び評価時期 

令和４年度～令和８年度 

中間評価 令和６年度を予定 

２． 研究開発概要･目的 

これまでの成果を発展させ、気候変動対策に必要な科学的根拠を創出し、防災対策等の適応策

や脱炭素対策等の様々な気候変動対策において経験則による対策からデータを活用した対策等へ

のパラダイムシフト（気候変動対策のデジタルトランスフォーメーション（DX））を加速するため、

気候変動予測シミュレーション技術の高度化等により将来予測の不確実性の低減を図り、気候変

動メカニズムの解明や、気候予測データの高精度化等とその利活用までを想定した研究開発を一

体的に推進する。 

３． 予算（概算要求予定額）の総額 

年度 R4 

(初年度) 

R5 R6 

予算額 550 百万円 548 百万円 548 百万円 

執行額 550 百万円 548 百万円 － 
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地球環境データ統合・解析プラットフォーム事業の概要 

１. 課題実施期間及び評価時期

令和３年度～  令和 12 年度 

中間評価  令和５年度及び 令和８年度、事後評価 令和 13 年度を予定 

２． 研究開発目的・概要 

地球環境ビッグデータを蓄積・統合解析する「データ統合・解析システム（DIAS : Data Integration 

and Analysis System）」について、これまでの強みを生かし更に拡大・発展させ、気候変動対策等の

地球環境全体の情報基盤として社会貢献を実現するデータプラットフォームとして、長期的・安定的

な運用の確立を目指す。 

３． 研究開発の必要性等

これまでの水課題（水災害）を中心とした成果、実績を活かし、研究開発基盤としての DIAS の強み、

特徴を更に拡大、展開させることで、地球環境ビッグデータを活用した気候変動対策等の地球環境全

体の情報基盤として、気候変動に伴う様々な社会経済活動への影響への対策等への貢献や、地球規模

課題解決に向けた国際貢献を実現するデータプラットフォームの長期的・安定的運用を目指しており、

必要性、有効性及び効率性の観点から評価した結果、推進すべき事業である。 

４． 予算（執行額）の変遷 

年度 R3(初年度) R4 R5 R6 

予算額 379 百万 588 百万 679 百万 379 百万 

執行額 379 百万 379 百万 588 百万 － 

５． 課題実施機関･体制 

代表者 海洋研究開発機構 石川 洋一 

実施機関 海洋研究開発機構、北見工業大学、早稲田大学、国立情報学研究所、 

東京大学、京都大学、大阪成蹊大学、九州大学 
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革新的パワーエレクトロニクス創出基盤技術研究開発事業の概要 

１. 課題実施期間及び評価時期

令和２年度～  令和７年度

中間評価 令和５年度、事後評価 令和８年度を予定

２． 研究開発目的・概要 

あらゆる電気機器の省エネ・高性能化につながる革新的パワーエレクトロニクス

技術を創出するため、パワエレ回路システムを中心とする、パワーデバイス、次世

代半導体に対応した受動素子等の一体的な基礎基盤研究開発を推進する。 

３． 研究開発の必要性等

本研究開発課題は我が国の強みを生かし、地球温暖化対策、エネルギーの安定確

保という喫緊の課題解決に資するものであり、必要性、有効性及び効率性の観点か

ら、推進すべき事業であると評価された。実施に当たっては、出口を見据えて産業

界や関係府省との緊密な連携体制の構築を進めることが重要である。 

４． 予算（執行額）の変遷 

年度 R2(初年度) R3 R4 R5 R6 

予算額 670 百万 

（R2 補正） 

1,353 百万 1,353 百万 1,353 百万 1,353 百万 

執行額 670 百万 1,351 百万 1,352 百万 1,352 百万 － 
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５． 課題実施機関･体制 

＜パワーデバイス領域＞ 

研究代表者 東海国立大学機構名古屋大学未来材料・システム研究所附属未来エレク

トロニクス集積研究センター センター長・教授 天野 浩

代表機関 東海国立大学機構名古屋大学 

連携機関 株式会社豊田中央研究所、富士電機株式会社、物質・材料研究機構、北

海道大学、東北大学、筑波大学、名城大学、大阪大学 

＜受動素子領域＞ 

研究代表者 北海道大学大学院工学研究院 研究院長 幅崎 浩樹 

代表機関  北海道大学 

連携機関  山梨大学、九州工業大学、日本ケミコン株式会社 

研究代表者 物質・材料研究機構磁性・スピントロニクス材料研究センター 招聘研

究員 岡本 聡 

代表機関 物質・材料研究機構 

連携機関 東北大学、東京都立大学、産業技術総合研究所、東京理科大学、京都大

学、株式会社トーキン、名古屋工業大学、青山学院大学 

研究代表者 信州大学学術研究院（工学系） 教授 水野 勉 

代表機関 信州大学 

連携機関 大阪大学 

＜パワエレ回路システム領域＞ 

研究代表者 東北大学国際集積エレクトロニクス研究開発センター 研究開発部門長 

教授 高橋 良和 

代表機関 東北大学 

連携機関 茨城大学、早稲田大学 

研究代表者 東京都立大学大学院システムデザイン研究科 教授 和田 圭二 

代表機関 東京都立大学 

連携機関 横浜国立大学、筑波大学 

＜次々世代・周辺技術領域＞ 

研究代表者 大阪大学大学院工学研究科 教授 渡部 平司 

代表機関  大阪大学 

連携機関  産業技術総合研究所、関西学院大学 
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研究代表者 産業技術総合研究所エネルギー・環境領域先進パワーエレクトロニクス

研究センター 副研究センター長 竹内 大輔 

代表機関 産業技術総合研究所 

連携機関 金沢大学、筑波大学 

研究代表者 産業技術総合研究所エネルギー・環境領域先進パワーエレクトロニクス

研究センター 副研究センター長 原田 信介 

代表機関 産業技術総合研究所 

連携機関 なし 

研究代表者 千葉大学大学院工学研究院 教授 佐藤 之彦 

代表機関 千葉大学 

連携機関 なし 

研究代表者 東北大学大学院工学研究科 教授 齊藤 伸 

代表機関 東北大学 

連携機関 なし 

研究代表者 東海国立大学機構名古屋大学大学院理学研究科 准教授 谷口 博基 

代表機関 東海国立大学機構名古屋大学 

連携機関 慶應義塾大学、株式会社村田製作所 

研究代表者 東北大学未来科学技術共同研究センター 教授 長 康雄 

代表機関 東北大学 

連携機関 なし 

研究代表者 東北大学金属材料研究所 教授 吉川 彰 

代表機関 東北大学 

連携機関 株式会社 C&A、鳥取大学 

＜研究支援＞ 

研究代表者 株式会社三菱総合研究所社会インフラ事業本部イノベーション戦略グル

ープ 主任研究員 山野 宏太郎 
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次世代 X-nics 半導体創生拠点形成事業の概要 

１． 課題実施期間及び評価時期 

令和４年度～  令和 13 年度 

中間評価 令和８年度、事後評価 令和 14 年度を予定 

２． 研究開発概要･目的 

我が国の半導体産業基盤の強化に向け、産業競争力に直結する４つの領域を対象に、代表

研究者の強力なリーダーシップの下、産学の研究者が結集し、協調領域における基礎・基盤

研究からそれらを競争領域における次世代の半導体デバイス・技術創生に繋げる研究開発の

戦略的推進及び人材を育成する目に見える（コントロールタワー）拠点を形成。 

３． 研究開発の必要性等

半導体分野については、省エネルギーを実現する次世代の半導体創生と中長期的な国内におけ

る半導体の安定供給を目指し、産業界側とも連携しながら、アカデミアにおける研究開発、人材

育成施策を展開していくことが求められている。本事業は、国内でこれまでまとまった投資が行

われてこなかったが産業政策や国際競争の観点から極めて重要な半導体分野の国内の大学・国研

等における研究・人材育成拠点を推進するフラグシップ事業であり、確実に実施することが望ま

しい。 

４． 予算（執行額）の変遷 

年度 R3(初年度) R4 R5 R6 

予算額 3,000 百万円 2,021

百万円 

1,234

百万円 

900 百

万円 

執行額 3,000 百万円 2,020 百万

円 

1,231 百万

円 

― 

74



５． 課題実施機関･体制 

業務主任者 国立大学法人東京大学大学院工学系研究科附属 

システムデザイン研究センター 教授 池田 誠

代表機関 国立大学法人東京大学 

連携機関 なし 

業務主任者 国立大学法人東北大学国際集積エレクトロニクス研究開発センター 

センター長 遠藤 哲郎

代表機関 国立大学法人東北大学 

連携機関 国立大学法人北海道大学、国立大学法人東京大学、国立大学法人東京科

学大学、国立大学法人電気通信大学、国立大学法人京都大学、国立大学

法人大阪大学、国立大学法人九州大学、学校法人慶応義塾慶應義塾大学、

国立研究開発法人物質・材料研究機構、国立研究開発法人宇宙航空研究

開発機構 

業務主任者 国立大学法人東京科学大学科学技術得創成研究院 

集積 Green-niX+研究ユニット 教授 若林 整 

代表機関 国立大学法人東京科学大学 

連携機関 国立大学法人豊橋技術科学大学、国立大学法人広島大学、学校法人明治

大学、国立研究開発法人産業技術総合研究所、国立研究開発法人量子科

学技術研究開発機構、国立大学法人長岡技術科学大学、独立行政法人国

立高等専門学校機構熊本高等専門学校 
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１．プランを推進するにあたっての大目標：「未来社会を見据えた先端基盤技術の強化」（施策目標９－１）
概要：我が国の未来社会における経済成長とイノベーションの創出、ひいてはSociety 5.0 の実現に向けて、幅広い分野での活用の可能性を秘める先端計測、光･量子
技術、ナノテクノロジー･材料科学技術等の共通基盤技術の研究開発等を推進する。

２．プログラム名：ナノテクノロジー・材料科学技術分野研究開発プログラム
概要：ナノテクノロジー・材料科学技術は、他分野の研究開発を支える基盤となる重要な分野であり、幅広い応用が期待される。望ましい未来社会の実現に向けた中長期
的視点での研究開発の戦略的な推進や実用化を展望した技術シーズの展開、最先端の研究基盤の整備強化等に取り組むことにより、ナノテクノロジー・材料科学技術分
野の強化を図り、革新的な材料の創製や研究人材の育成、社会実装等につなげる。

【ナノテクノロジー・材料科学技術分野研究開発プラン】 令和４年７月22日決定
令和６年７月31日改定
令和７年８月４日改定

ナノテクノロジー・材料科学技術委員会

●第6期科学技術・イノベーション基本計画（令和3年3月26日閣議決定）
第２章 Society 5.0の実現に向けた科学技術・イノベーション政策
・ＡＩ、バイオテクノロジー、量子技術、マテリアルや、宇宙、海洋、環境エネルギー、健康・医療、食料・農林水産業等の府省横断的に推進すべき分野について、国家戦略に基づき着実
に研究開発等を推進する。
・データ駆動型の研究を進めるため、2023年度までに、マテリアル分野において、良質なデータが創出・共用化されるプラットフォームを整備し、試験運用を開始する。
第３章 科学技術・イノベーション政策の推進体制の強化
④マテリアル 第６期基本計画期間中は、「マテリアル革新力強化戦略」に基づき、国内に多様な研究者や企業が数多く存在し、世界最高レベルの研究開発基盤を有している強みを生
かし、産学官関係者の共通ビジョンの下、産学官共創による迅速な社会実装、データ駆動型研究開発基盤の整備と物事の本質の追求による新たな価値の創出、人材育成等の持続発
展性の確保等、戦略に掲げられた取組を強力に推進する。
●マテリアル革新力強化戦略 -知のバリューチェーンの構築を通じて-（令和7年6月4日統合イノベーション戦略推進会議決定）
＜基本方針＞（目指すべき姿）
マテリアル・イノベーションを絶えず創出し、我が国の基幹産業であるマテリアル産業で「勝ち続ける」。（略）マテリアル・イノベーションにおいて卓越したサイエンスが競争力の源泉であることを
強く認識する必要がある。
＜取り組むべきアクション＞
１．重点分野に対応した、革新的マテリアルの研究開発及び社会実装

・フロンティアへの挑戦により、新たな価値を創出するマテリアル（フロンティア・マテリアル）等
２．マテリアル・イノベーションの加速

・マテリアルDXの更なる推進（研究開発・製造の革新的効率化、マテリアルデータ基盤の充実・活用加速、自動・自律実験、製造システムの活用加速 等）
・多様なプレーヤーのポテンシャルを最大限に発揮したイノベーション創出のための仕組み（研究開発と社会実装の橋渡し強化に向けた、アカデミアの優れた知と産業の課題、
ニーズをつなぐ仕組みの構築 等）

３．マテリアル・イノベーションの継続的な創出
・優秀な人材の育成・確保、革新的なシーズの継続的な創出、研究環境の整備、国際プレゼンスの強化

※本戦略は関連する記載内容が膨大なため、「マテリアル革新力強化戦略 -知のバリューチェーンの構築を通じて-」本体を別添とする。

【対象となる研究開発課題】 ※令和７年度８月時点
材料の社会実装に向けたプロセスサイエンス構築事業（Materealize）／マテリアル先端リサーチインフラ（ARIM）※

データ創出・活用型マテリアル研究開発プロジェクト（DxMT）

上位施策：（特に関連のある内容を抜粋しています。）

※ 「半導体基盤プラットフォームの構築」を含む 77



【ナノテクノロジー・材料科学技術分野研究開発プラン／ナノテクノロジー・材料科学技術分野研究開発プログラム】
ナノテクノロジー・材料科学技術委員会

「重点的に推進すべき取組」と「該当する研究開発課題」
プログラム達成状況の評価のための指標
○アウトプット指標： 先端共用設備における利用者に対する支援件数（①②）／利用料収入（①②）／登録機器数（②）／プロセス設計指針（「プロセス・構造・物性」の相関の件数）（③）

連携体制の構築につながるコンソーシアムの設立数（③）／公開イベントの開催数（④）／参画機関数（⑤）
○アウトカム指標  ： 査読付論文数（①②③④⑤）／利用者による特許出願件数（②）／産学官からの相談件数（③）／資金導入機関からの資金導入状況（③）

コンソーシアム等参画企業数（③）／論文の被引用数（④）／公開イベントの参加者数（④） ／５つのフォーカス領域（代替・減量・循環・規制・新機能）の
対象材料に関する特許数（⑤）

2016

(FY28)

2017

(FY29)

2018

(FY30)

2019

(FY1)

2020

(FY2)

2021

(FY3)

2022

(FY4)

2023

(FY5)

2024

(FY6)

2025

(FY7)

2026

(FY8)

2027

(FY9)

2028

(FY10)

2029

(FY11)

2030

(FY12)

2031

(FY13)

前

⑤元素戦略プロジェクト（研究拠点形成型）
我が国の産業競争力強化に不可欠である希少元素の革新的
な代替材料を開発するため、共同研究組織の密接な連携・共
働の下、物質中の元素機能の理論解明・解析・特性評価を
一体的に実施する。

①ナノテクノロジープラットフォーム
ナノテクノロジーに関する最先端の研究設備とその活用のノウ
ハウを有する機関が協力して、技術領域に応じた全国的な
設備の共用体制を構築するとともに、産学官連携や異分野
融合を推進する。

ナノテクノロ
ジー・材料
科学技術を
支える基盤
の強化・活
用及びデー
タの活用

④データ創出・活用型マテリアル研究開発プロジェクト（DxMT）
10年先の社会像・産業像（カーボンニュートラルの実現、Society5.0の実現、SDGsの達成、資源・環境制約の克服、強
靭な社会・産業の構築）の実現に重要な役割を果たす革新的な機能を有するマテリアルを効率的に創出することを目的とし
、従来の試行錯誤型研究にデータ駆動型研究を取り入れた次世代の共同研究組織を形成し、研究開発を実施する。

後

広範な社会
的課題の解
決に資する
研究開発の
推進

共用の活動を
通じて、我が国
のナノテクノロ
ジー・材料研究
の研究開発投
資の効率化と
成果最大化に
資する。

後
③材料の社会実装に向けたプロセスサイエンス構築事業(Materealize)
死蔵させずにマテリアルを社会実装するために、産学官が連携した体制を構
築し、マテリアルを作り上げる工程で生じる諸現象の解明、制御技術の創出、
プロセスの設計を一気通貫で取り組み、プロセスサイエンスの構築を目指す。

②マテリアル先端リサーチインフラ（ARIM）
我が国全体で高品質なマテリアルデータが持続的かつ効果的に創出・利活用されるマテリアルDXプラットフォーム構
想を実現するため、重要技術領域ごとに強みを持つ先端設備群を有するハブと特徴的な装置・技術を持つスポー
クからなるハブ＆スポークの体制を構築し、最先端設備の共用及びデータ収集・蓄積・構造化を実施する。

後

未来社会に
おける新たな
価値創出に
向けた研究
開発の推進

中

後

中

中 中
前

「超スマート社
会」を実現する
ために必要とな
る機能性材料・
構造材料の新
たな研究手法
の開発等を推
進。
また、新たな技
術領域・未来
社会を切り拓く
挑戦的な基
礎・基盤的な
研究開発も推
進。

後

前

中

中

②半導体基盤プラットフォームの構築（ARIMの強化）
全国の研究機関に点在する半導体分野の研究基盤を連携・強化し、幅広い
ユーザーからのアクセスを可能とするためのネットワーク（半導体基盤プラットフォ
ーム）を構築することで、我が国の半導体分野の研究開発・人材育成の底
上げと裾野拡大を目指す。

後

中 中
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マテリアル先端リサーチインフラ（ARIM）の概要

１． 課題実施期間及び評価時期 

実施期間：令和３年度～令和 12年度 

中間評価：令和５年度及び令和８年度、事後評価：令和 13年度を予定 

２． 研究開発目的・概要 

・目的

全国各地に整備し蓄積してきた「ナノテクノロジープラットフォーム」等によ

る優良な研究基盤や、新たに導入する最先端・ハイスループットの設備を活用し、

産学官の多様な利用者に対して、先端設備の共同利用を可能とする環境や課題解

決への最短アプローチの提供を図りつつ、高品質なデータの創出が可能な共用基

盤の整備を実施する。これにより「マテリアル革新力強化戦略」において掲げる

マテリアルＤＸプラットフォームを我が国全体として実現することに繋げる。

・概要

大学・国立研究開発法人等において、広範な分野にわたって充実した最先端設

備群及び技術・ノウハウを有するハブ機関と、一定の領域で特徴的な設備・技術

を有するスポーク機関（以下「ハブ＆スポーク」という。）からなる全国体制によ

って、各機関が保有する設備・技術・ノウハウ・データを共用することで、我が

国におけるマテリアル分野の研究開発を先導し支える研究インフラ・プラットフ

ォームを目指す。複数のハブのうち一つの機関を、本事業全体の運営事務局等を

担う「センターハブ」とし、センターハブが事務局となって運営する運営機構の

リーダーシップのもと、ハブ＆スポークの各機関は、対象領域として示された重

要技術領域に強みを持つ設備・技術等の共用を図るとともに、当該領域に関する

高品質なデータを収集、蓄積する。

また、各ハブ機関は、データを収集、蓄積するためのデータ管理システムを構

築し、ハブ＆スポークの各機関が創出するデータを集約するとともに、高品質で

膨大なデータ群を利活用可能なデータセットに変換（以下「データ構造化」とい

う。）する。さらに、利用者に対するデータ利活用環境の構築、提供を図り、さら

なるデータ駆動型研究に供する。また蓄積したデータのうち一部は、今後、国立

研究開発法人物質・材料研究機構が構築していくデータベース（以下「データ中

核拠点」という。）へ登録することにより、前述のマテリアルＤＸプラットフォー

ム構想下で、最先端のデータ基盤及びデータ利活用環境を構築する。

※ 研究開発課題名については、事前評価時は「マテリアルデータインフラ事業」であったが、

事業開始時に現在の研究開発課題名に変更している。

※ 事前評価時に設定された課題の達成目標を再設定している。
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３． 研究開発の必要性等

（１）必要性

○「統合イノベーション戦略 2020」（令和２年７月 17 日閣議決定）において、目指

すべき将来像として、

・マテリアル研究開発のデジタル・トランスフォーメーション（ＤＸ）を加速し、

マテリアル領域から、データ活用の「ジャパンモデル」を世界に先駆けて確

立・提示することにより、デジタル革命の中で、また、これからの世界が強靭

な社会・産業づくりを目指していく中で、我が国が世界のリーダーシップを獲得

と掲げられている。また、目標達成に向けた施策・対応策としては、 

・高品質なデータとデータ構造を創出することが可能な、産学官が利用できる共

用施設・設備群を我が国全体として整備していくため、データ取得型の共用基

盤整備の在り方について、2020 年度から検討を進め、必要となる取組を速やか

に実施する。その際、2021 年度末に終了予定のナノテクノロジープラットフォ

ーム事業の成果の有効活用を念頭に置いて検討を進める。

と記載されている。 

○マテリアル革新力強化のための政府戦略に向けての提言では、

・近年、米中貿易摩擦等に伴いマテリアルのグローバル・サプライチェーンに大

きな変化が発生し、新型コロナウイルス感染症の世界的流行に伴い、サプライ
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チェーン断絶のリスクの存在が改めて浮き彫りとなっている。経済安全保障上

の観点から、我が国のサプライチェーンを強靭化するためのマテリアル・イノ

ベーションが求められている。我が国の輸出産業の要であるマテリアルの取組

が、今後の日本経済の行方に大きな影響を与える。

・ここで注目すべきは、我が国における、最先端大型研究施設や、ナノテクノロ

ジープラットフォーム事業等を通じて整備されてきた共用施設・設備群の存在

である。こうした先端施設・設備は、産学官の優れたマテリアル研究者・技術

者やマテリアルユーザーをつなぎ、共同研究の醸成、技術の橋渡し、人材育成

といった重要な役割を担ってきている。また、良質なマテリアルデータを生み

出すことのできる材料設計・製造にノウハウを持つ優れた人材が全国各地に存

在していることや、高度な技術力を持った計測・分析機器、加工、装置企業が

数多く存在していることも我が国の強みである。こうした強みを最大限生かし

ながら、高品質なマテリアルデータの創出・活用を加速する取組を実施するこ

とが、我が国のマテリアル革新力を高めていく上で大きく求められている。

と記載されている。 

以上から、本施策を実施する必要性は高いと考えられる。 

（２）有効性

○設備等の共用化：

令和３年度で終了した「ナノテクノロジープラットフォーム」では、ナノテク

ノロジーに関する設備等を共用化することで、数多くのアウトカム（アカデミア

における学会発表数、論文数、表彰件数、民間における事業化事例、企業からの

利用者数）が実証された。本事業は、引き続き共用化を推進していく上で、マテ

リアル・イノベーションが大きな価値をもたらす社会実装領域と、我が国が真に

伸ばすべき重要技術領域を強化の対象とし、ハブ＆スポークの全国体制によりカ

バレッジとアクセス性を改善し、我が国のマテリアル研究基盤のプレゼンスを高

めることが期待される。

○データ収集・蓄積・構造化の推進：

データ駆動型研究を推進していく上では、論文・特許などに使用される一部の

データだけでなく、一般に公開されることのない膨大な周辺データを利活用する

ことが重要である。しかしながら、周辺データは研究者個人の管理下に留まって

いるのが現状であり、「ナノテクノロジープラットフォーム」においても一部の機

関で先行的にデータ共有の取組が始められているものの、各装置に付帯して留ま

っていることが課題である。本事業では、ハブ＆スポークの各機関から創出され

たデータを構造化する機能を導入し、将来的に多くの研究者がそれらの膨大なデ

ータを容易に利活用可能にしていく。完成したデータセットの一定割合はデータ

中核拠点に登録することでデータ基盤が強化され、ＡＩ・データ科学を用いた効

率的なマテリアルの創出や、プロセス技術の開発につながることが期待される。 
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○データ利活用化の体制：

大学・国立研究開発法人等において、広範な分野にわたって充実した最先端設

備群及び技術・ノウハウを有するハブ機関と、一定の領域で特徴的な設備・技術

を有するスポーク機関からなるハブ＆スポークのプラットフォーム体制を構築す

る。その際、各ハブ機関は、強みを持つ重要技術領域に関連する最先端設備群等

の導入と共用を図るとともに、ハブ＆スポークの各機関から創出されるデータの

収集・蓄積・構造化を進めていく。本体制を導入することで、各機関から創出さ

れるデータが重要技術領域ごとに一元的に管理される。加えて、データクレンジ

ングからデータセットに仕上げるための技術・ノウハウをハブ機関で蓄積・高度

化し、適宜スポークへの技術・ノウハウの共有と展開を進めていくことで、高品

質なデータの効率的な蓄積が期待される。

○専門技術人材及びマテリアル×デジタル人材の育成：

これまで「ナノテクノロジープラットフォーム」で蓄積されてきたノウハウを

生かし、本事業においてもユーザーの抱える技術的な問題解決等を担う高度な専

門性を有する技術人材に対し、国内外の技術者間の相互交流や研修等を通じて育

成を行う。 

また、ハブ機能としてスポーク機関を含めて創出した膨大なデータに関して、

データクレンジングからデータセットに仕上げるまでの作業を実施するためには、

システム設計・データ処理のできる「マテリアル×デジタル」の素養を備えた人

材が必要となる。前述のマテリアルＤＸプラットフォーム構想下で、先行的に取

組を進めているデータ中核拠点との、技術・ノウハウ供与をはじめとする相互交

流等を通じたシナジー効果により、マテリアル×デジタル人材を育成する。

以上から、本施策を実施する有効性は高いと考えられる。 

（３）効率性

○データ創出基盤整備：

次々に登場する新技術に対する利用ニーズに対応するためには、先端設備の戦

略的な導入・更新と、常に装置の最高性能を引き出すことを可能とするメンテナ

ンスが必要であるが、日本全国の共用設備を更新していくことは、リソースの制

約上、極めて困難である。

本事業では、重要技術領域に紐づくハブ機関を設置して、その領域で必要とな

る最先端の装置群をハブ機関に重点的に導入し、関連する基盤技術を一元的に取

り扱えるようにすることで、最先端の技術とノウハウを蓄積し、新技術に対する

利用ニーズに対応するとともに、データの効率的な創出を可能にしていく。また、

スポーク機関と技術ノウハウを共有する仕組みを設けることで、全国どこでも的

確な技術支援を提供する環境を構築する。これらの取組を通じて、我が国の研究

開発に対する最先端の基盤技術を全国展開していくことが可能となり、費用対効

果の最大化が期待される。
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○事業運営における費用構造の最適化：

本事業の運営資金においては、文部科学省による事業委託費だけでなく、保有

する設備の利用やデータ利活用、専門技術人材のノウハウ提供への対価としてユ

ーザーから適切な利用料を徴収することにより、事業の持続可能性を高め、成果

を最大化する。 

以上から、本施策の効率性は高いと考えられる。 

４． 予算（執行額）の変遷 

年度 R2(初年度) R3 R4 R5 翌年度以降 総額 

予算額 2,000百万 3,912百万 3,732百万 2,641百万 14,494百万 

（見込額） 

26,780百万 

（見込額） 

執行額 2,000百万 3,912百万 － － － － 

５． 課題実施機関･体制 

・運営機構

業務主任者 物質・材料研究機構 運営機構長 小出 康夫 

受託機関 物質・材料研究機構 

・センターハブ

業務主任者 物質・材料研究機構 理事 花方 信孝 

受託機関 物質・材料研究機構 

・高度なデバイス機能の発現を可能とするマテリアル

業務主任者 東北大学 教授 戸津 健太郎 

ハブ機関 東北大学 

スポーク機関 筑波大学、豊田工業大学、香川大学 

・革新的なエネルギー変換を可能とするマテリアル

業務主任者 東京大学 教授 幾原 雄一 

ハブ機関 東京大学 

スポーク機関 広島大学、日本原子力研究開発機構 

・量子・電子制御により革新的な機能を発現するマテリアル

業務主任者 物質・材料研究機構 理事 花方 信孝 

ハブ機関 物質・材料研究機構 

スポーク機関 北海道大学、東京工業大学、産業技術総合研究所、量子科学技術研究

開発機構 
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・マテリアルの高度循環のための技術

業務主任者 物質・材料研究機構 理事 花方 信孝 

ハブ機関 物質・材料研究機構 

スポーク機関 自然科学研究機構 分子科学研究所、名古屋工業大学、電気通信大学 

・次世代バイオマテリアル

業務主任者 名古屋大学 教授 馬場 嘉信 

ハブ機関 名古屋大学 

スポーク機関 早稲田大学、公立千歳科学技術大学、北陸先端科学技術大学院大学 

・マルチマテリアル化技術・次世代高分子マテリアル

業務主任者 京都大学 教授 土屋 智由 

ハブ機関 京都大学 

スポーク機関 大阪大学、奈良先端科学技術大学院大学、山形大学 

・次世代ナノスケールマテリアル

業務主任者 九州大学 教授 村上 恭和 

ハブ機関 九州大学 

スポーク機関 信州大学 

６． その他

・プログラム運営委員会

プログラム・ディレクター（PD） 

曽根 純一 東京理科大学 研究推進機構総合研究院 客員教授 

サブプログラム・ディレクター（sPD）

伊藤 聡 公益財団法人計算科学振興財団 チーフコーディネータ 

プログラム・オフィサー（PO） 

永野 智己 国立研究開発法人 科学技術振興機構 研究監・研究開発戦略セン

ター 総括ユニットリーダー

田中 竜太 横河電機株式会社マーケティング本部 バイオエコノミー事業開拓

センター長

専門委員 

片岡 一則 公益財団法人川崎市産業振興財団 副理事長・ナノ医療イノベーシ

ョンセンター長 

佐藤 馨 JFEテクノリサーチ株式会社 フェロー 

石井 伸晃 一般社団法人ナノテクノロジービジネス推進協議会 事務局長 

藤田 博之 東京都市大学 総合研究所 マイクロナノシステム研究室 教授 

文部科学省研究振興局 参事官（ナノテクノロジー・物質・材料担当） 
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材料の社会実装に向けたプロセスサイエンス構築事業

（Materealize）の概要 

１. 課題実施期間及び評価時期

実施期間：令和元年度～令和７年度

中間評価：令和３年度及び令和５年度、事後評価：令和８年度を予定

２． 研究開発目的・概要 

・目的

革新的な機能を有するものの社会実装に繋がっていない素材について、①大学等

が学理・サイエンスを構築すること、②構築された学理・サイエンスを活用し、企

業が社会実装に向けた技術開発を行うための大学等と企業の連携体制(産学官から

の相談先)を構築することを目的としている。 

・概要

材料の社会実装に向けたプロセスサイエンスの効果的な発展が見込まれる、①ナ

ノ材料の界面・構造制御プロセスサイエンス分野及び②全固体電池を実現する接合

プロセス技術革新分野について、PD の強力なリーダーシップのもと、大学・国立研

究開発法人等に、マテリアルの製造プロセスにおける諸現象の解明から、学理・サ

イエンスに基づく製造プロセスの提案までを一気通貫で取り組む体制を構築する。

構築された体制は、プロセス技術上の課題解決のための産学官からの相談先とし

ても機能し、民間企業等における社会実装に向けた技術開発に貢献するとともに維

持・発展し、我が国全体のマテリアル分野の社会実装を加速することに貢献する。

（※ポンチ絵を参照） 

３． 研究開発の必要性等

（１）必要性

ナノテクノロジー・材料科学技術はエレクトロニクスや自動車、ロボット等、我が国の

基幹産業を支える要であり、我が国が高い国際競争力を有する分野である。なかでも材料

分野は現在でも我が国の輸出総額の 20%以上を占める重要な産業基盤であり、今後とも我

が国の産業競争力を維持・成長させていくために国としても重点的に推進すべき分野であ

る。しかしこれまでの材料研究開発に関する施策は新たなマテリアルの創出にフォーカス

されており、「使えるマテリアル」に作り込むために必要となる科学技術への施策が手薄

で、ナノテクノロジー・材料分野全体の研究開発のポートフォリオの重要な一角が不足し

ている状況にある。 

このような「使えるマテリアル」に作り込むために必要となる科学技術は、材料の構造

等をナノレベルで制御することが必要になったり、従来材料で使われてきたプロセスがそ

のまま適応できずより高いレベルの技術が要求されるようになってきている。また、持続
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可能な開発目標（SDGs）に掲げられているような材料開発が求められており、社会・産業

上の課題解決に必要な基礎研究に立ち返ってサイエンスを追及しつつ、技術体系として確

立し、「使える技術」とする必要性が出てきている。このような基礎に立ち返ることが求

められる科学技術について、それを担う人材育成も含め、産業界のみで取り組むことは難

しく、国が積極的に施策を講じる必要がある。 

仮に施策を講じなければ、旧来の生産技術が連綿と継承されるにとどまり、新規マテリ

アルの候補が次々に創出されても、それを社会実装するために必要な新たなプロセス技術

が確立していないがために、将来的に我が国が強みを有する材料分野の産業基盤が崩壊す

る可能性がある。また、「未来投資戦略 2018」（平成 30 年 6 月 15 日閣議決定）や「拡大

版 SDGs アクションプラン 2018」（平成 30 年 SDGs 推進本部決定）にも記載されている

「ナノテクノロジー・材料分野の研究開発戦略」においても「創出された革新的マテリア

ルを世に送り出すサイエンス基盤の構築」が重要な取組として位置付けられており、本施

策を実施する必要性は高いと考えられる。

（２）有効性

現在までの材料研究開発施策は、マテリアルそのものの研究に重点が置かれており、プ

ロセスサイエンスとあわせて世に出ていく段階まで作り上げる施策が不足している。それ

には、新材料そのものを創出する研究開発にとどまらず、材料の作り方にフォーカスを当

てたプロセスサイエンスに取り組む施策を実施することが有効であると考えられる。

本事業においては、工学基盤の広範な底上げが見込まれる具体的なターゲット設定の下、

産学官が連携した体制を構築し研究開発を推進することで、個別分野の要素理解や技術開

発を統合的に理解することが可能になる。 

また事業終了後においても、プロジェクトを通じて得られた成果をもとに、産学官が抱

える他のマテリアル等の課題解決に資するため、駆け込み寺としての相談先機能を残す仕

組みを構築する工夫があり、ナノテクノロジー・材料分野全体の研究開発のポートフォリ

オを埋めるための施策として有効であると考えられる。

（３）効率性

本事業では各大学や研究者毎に個別に実施されている研究開発活動をつなげ、一連の材

料創製プロセスに取り組む事業を構築することによって、個別支援では実施できないレベ

ルの研究開発を推進している。その波及的な効果としてマテリアルを作り上げていく過程

全体を把握する人材育成にも資するなど、もって我が国のナノテクノロジー・材料分野に

おけるプロセスサイエンスの基盤構築に向けて効果的・効率的に取り組むことが可能とな

る。

また、産学が共通で抱える課題に取り組むための仕掛けを構築することで、多様な人材

が集まることが期待でき、従来難しかったタイプの産学交流の機会を持つことにつながり、

社会実装に向けて真に必要な課題に取り組むことができる体制が構築される。 

事業の運営に当たっては、アカデミア出身の PD と、企業出身者等からなるプログラム

運営委員会を設置することで、複数企業との連携の下で社会実装に向けたニーズをとらえ

た領域のプロセス構築を行うことができる仕組みとなっている。 

さらに、新たなプロセスに関するサイエンスが構築されることで、従来方法では世に出

すことが難しく死蔵してしまっていた研究段階の材料を社会実装に繋げることができる
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と期待される。これにより、今まで我が国の材料研究開発施策によって創出されてきた成

果を有効活用することも見込まれるため、ナノテクノロジー・材料分野に対する研究開発

全体の費用対効果の向上に貢献することが考えられる。 

加えて、本事業はマテリアル創成の工程で生じている諸現象を科学的に明らかにするこ

とで、従来ノウハウとして貯められていた暗黙知による技術等の数値化が可能になり、デ

ータ駆動型の材料開発に対しても重要なデータを提供することが可能であると考えられ

る。 

４． 予算（執行額）の変遷 

年度 R1(初年度) R2 R3 R4 R5 翌年度以降 総額 

予算額 
306 百万 305 百万 305 百万 305 百万 305 百万 305 百万 

（見込額） 

2,136 百万 

（見込額） 

執行額 304 百万 303 百万 303 百万 303 百万 － － － 

５． 課題実施機関･体制(令和５年７月現在) 

ナノ材料の界面・構造制御プロセスサイエンス

代表研究者 国立大学法人東北大学 教授 阿尻雅文 

代表機関 国立大学法人東北大学 

分担機関 東京大学、産業技術総合研究所、一般財団法人ファインセラミックスセンター、 

東京農工大学、東北工業大学、早稲田大学、日本大学 

全固体電池を実現する接合プロセス技術革新 

代表研究者 国立研究開発法人物質・材料研究機構 フェロー 高田和典 

代表機関 国立研究開発法人物質・材料研究機構 

分担機関   一般財団法人ファインセラミックスセンター 

６． その他

プログラム運営委員会メンバー(令和５年７月現在) 

ＰＤ   松原英一郎  早稲田大学 ナノ・ライフ創新研究機構 研究院客員教授 

サブＰＤ 伊藤忠    元 富士フィルム株式会社 有機合成化学研究所 研究主幹 

ＰＯ 永野智己 科学技術振興機構 研究監／フェロー／総括ユニットリーダー 

ＰＯ 森脇章太 東洋紡株式会社 イノベーション戦略部 主席部員 

専門委員 大久保達也 東京大学 理事・副学長 

菅野了次  東京工業大学 科学技術創成研究院 

全固体電池研究ユニットリーダー・教授 

倉谷益功     旭化成株式会社 研究・開発本部 知的財産部長 

文部科学省研究振興局参事官（ナノテクノロジー・物質・材料担当） 
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データ創出・活用型マテリアル研究開発プロジェクトの概要 

１． 課題実施期間及び評価時期  

２０２１年度～２０３０年度 

中間評価 ２０２３年度（事業開始から３年目）及び２０２６年度（事業開始から６年目）、 

事後評価 ２０３０年度を予定 

２． 研究開発概要･目的 

本事業は、マテリアルの研究開発データが持続的かつ効率的に創出・蓄積・利活用される

マテリアルＤＸプラットフォームの中で、データ駆動型研究を推進して革新的機能を有す

るマテリアル創出と社会実装のボトルネックとなるプロセス技術の課題解決に取り組む。 

３． 予算（概算要求予定額）の総額 

２０２１年度概算要求予定額：調整中 

（ポンチ絵（参考資料）参照）

４． その他 

有望なシーズ技術に関しては、経済産業省（ＮＥＤＯ事業）・内閣府（ＳＩＰ）と連携する

ことにより、社会実装の実現を効率的かつ迅速に進める。 
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１．プランを推進するにあたっての大目標：「安全・安心の確保に関する課題への対応」（施策目標9－4）
概要： 安全かつ豊かで質の高い国民生活を実現するため、「地震調査研究の推進について（第３期）」（令和元年５月31日 

地震調査研究推進本部）や「災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画（第３次）の推進について（建
議）」（令和５年12月22日 科学技術・学術審議会）、「火山調査研究の推進について―火山に関する観測、測量、調
査及び研究の推進についての総合的かつ基本的な施策― 中間取りまとめ」（令和７年３月28日 火山調査研究推
進本部）等に基づき、地震等の自然災害から国民の生命及び財産を守るための研究開発等を行い、これらの成果
を社会に還元する。

２－１ ．プログラム名：防災科学技術分野研究開発プログラム（達成目標2、3）
概要：自然災害を観測・予測することにより、人命と財産の被害を最大限予防し、事業継続能力の向上と社会の持続的発

展を保つため、国土強靭化に向けた調査観測やシミュレーション技術及び災害リスク評価手法の高度化を図る（達
成目標２）。自然災害発災後の被害の拡大防止と早期の復旧・復興によって、社会機能を維持しその持続的発展を
保つためには、「より良い回復」に向けた防災・減災対策の実効性向上や社会実装の加速を図る（達成目標３）。

【対象となる研究開発課題】
南海トラフ地震等巨大地震災害の被害最小化及び迅速な復旧・復興に資する地震防災研究プロジェクト、情報科学を活

用した地震調査研究プロジェクト、情報科学を活用した地震活動・地震動評価技術の高度化（仮称）、次世代火山研究・人
材育成総合プロジェクト、火山ハザード対策に向けた研究・人材育成プロジェクト（仮称）

上位施策：第６期科学技術・イノベーション基本計画（令和３年３月26日閣議決定）
第２章 Society 5.0の実現に向けた科学技術・イノベーション政策
１．国民の安心と安全を確保する持続可能で強靭な社会への変革
（３）レジリエントで安全・安心な社会の構築

頻発化・激甚化する自然災害に対し、先端ＩＣＴに加え、人文・社会科学の知見も活用した総合的な防災力の発揮により、適切な避難行動等による逃
げ遅れ被害の最小化、市民生活や経済の早期の復旧・復興が図られるレジリエントな社会を構築する。

国際的な枠組みを踏まえた地震・津波等に係る取組も含め、自然災害に対する予防、観測・予測、応急対応、復旧・復興の各プロセスにおいて、気候
変動も考慮した対策水準の高度化に向けた研究開発や、それに必要な観測体制の強化や研究施設の整備等を進め、特に先端ICT等を活用したレジリ
エンスの強化を重点的に実施する。

【防災科学技術分野研究開発プラン】

２－２ ．プログラム名：防災科学技術分野研究開発プログラム（達成目標１）
概要：地震調査研究を推進し、成果を活用する。
【対象となる研究開発課題】

南海トラフ海底地震津波観測網の構築

令和７年７月３１日
防災科学技術委員会
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2021
(FY3)

2022
(FY4)

2023
(FY5)

2024
(FY6)

2025
(FY7)

2026
(FY8)

2027
(FY9)

2028
(FY10)

2029
(FY11)

2030
(FY12)

2031～
(FY13～)

○「重点的に推進すべき取組」と「該当する研究開発課題」 
プログラム達成状況の評価のための指標（プログラム2－１、2－2共通）

  〇アウトプット指標： （1）基盤的観測体制の整備（稼働率）、火山データの一元化、極端気象災害や複合連鎖型災害の発生過程の解明、データ公開の充実 /  （2）普及型耐震工法の確
立、IoT等を用いた測定技術の開発、災害に強いまちづくりへの寄与 / （3）防災リテラシー向上のための教育・啓発手法の開発及びそれによる被害軽減効果の定
量化の確立   （4）査読付き論文数、研究成果報道発表数

  〇アウトカム指標：（1）被害の軽減につながる予測手法の確立 /  （2）建築物・インフラの耐災害性の向上 / （3）自然災害の不確実性と社会の多様性を踏まえたリスク評価手法の確立

・ 被 害 の 軽
減につなが
る予測手法
の確立

・建築物・イ
ンフラの耐
災害性の
向上

・自然災害
の不確実
性と社会の
多様性を踏
まえたリス
ク評価手法
の確立

・発災後の
早期の被
害把握

・迅速な早
期の復旧

・防災業務
手順の標
準化・適応
化

・複合・誘発
災害等を考
慮した発災
後 早 期 の
被 害 推 定
及 び 状 況
把握・予測
技 術 の 研
究開発

・災害情報を
リ ア ル タ イ
ムで推定・
予 測 ・ 収
集・共有し、
被 害 最 小
化 や 早 期
復旧につな
げる技術の
研究開発

・ 発 災 直 後
の 応 急 対
応から被災
者 の 生 活
再 建 支 援
等を含む復
旧・復興対
策に必要な
研究開発

【防災科学技術分野研究開発プラン／防災科学技術研究開発プログラム】
防災科学技術委員会

プログラム２－１

プログラム２－２

後

首都圏を中心
としたレジリエ
ンス総合力向
上プロジェクト

防災対策に資する南海トラフ地震調査研究プロジェクト

後

情報科学を活用した地震調査研究プロジェクト
概要：情報科学と地震学が融合した研究を進め、これまで蓄積してきた莫大な地震関連データを
活用した新たな地震調査研究のアプローチの創出を図る

後

次世代火山研究・人材育成総合プロジェクト
概要：火山研究を持続的に発展させ、今後10年間で火山研究及び人材育成の一体的な強化を図
り、火山災害の軽減に貢献

後

南海トラフ海底地震津波観測網の構築 （海底地震・津波観測網

の構築・運用の一部として実施）
概要：地震計、水圧計等を組み込んだマルチセンサーを備えたリアルタイム
観測可能な高密度海域ネットワークシステムを開発・製作し、南海トラフ地震
想定震源域の西側にある高知県沖～日向灘にかけて、観測網を敷設

後

地震防災研究戦略プロジェクト
今後、地震・津波の切迫性が高い又は調査が不十分とされる地域における
地震防災プロジェクトや、地域の防災力向上のための調査研究等を実施

中

南海トラフ地震等巨大地震災害の被害最小化及び迅速な復旧・復興に資す
る地震防災研究プロジェクト 概要：海溝型巨大地震である南海トラフ地震等巨大地震災害

に関して、「南海トラフ地震の評価手法高度化と他地域への展開」及び「広域連鎖災害への事前対
策の加速」を柱に、自然科学と人文・社会科学の知を結集した地震防災研究を推進する。

後中

情報科学を活用した地震活動・地震動評価技術の高度化（仮称）プロジェクト

中 後

火山ハザード対策に向けた研究・人材育成プロジェクト（仮称）

中 中 後

～2035
(～FY17)

前

前

前
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 我が国に甚大な被害をもたらす恐れのある海溝型巨大地震に関し、気象庁は、「南海トラフ地震臨時情報」（2019年5月～）、「北海道・三陸沖後発
地震注意情報」（2022年12月～）の発表を開始

 2024年8月、日向灘を震源とするマグニチュード7.1の地震が発生し、気象庁は運用開始後初めて「南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）」を発表

南海トラフ地震等巨大地震災害の被害最小化及び
迅速な復旧・復興に資する地震防災研究プロジェクト

 南海トラフ地震の想定震源域の西側周辺で活発な地震活動が確認（2024
年4月豊後水道、2024年8月日向灘等）される中、南海トラフ地震津波観
測網（N-net；2025年運用開始）のデータも活用した震源決定の精度
向上や、未解明である「ゆっくり滑り」の推移評価手法の開発

 日本海溝・千島海溝沿いの地震の科学的・定量的評価への適用

 地震の連鎖のみならず、令和６年能登半島地震でも、津波・土砂崩れ・液状
化・火災等の複合災害が連鎖。被害が広域に及び、かつ影響が長期化。

 地震のメカニズムに関する最新の知見等も踏まえ、土砂災害・地盤災害等も含め
た連鎖災害の被災予測精度を向上し、地域性を考慮した「事前対策」を加速。
人口減少や高齢化が進む中での「防災・減災・縮災」の実現。

人命の保護、発災時の被害最小化、経済社会の維持、迅速な復旧・復興という国土強靭化の基本目標を達成

政府の特別の機関である「地震調査研究推進本部」の事務局を担う文部科学省の下で、
自然科学（理学・工学等）と人文・社会科学の知を結集した地震防災研究をナショナル・プロジェクトとして推進

 N-netの観測データも活用し、南海トラフ地震の想定震源域の３次元地下構
造モデルの精緻化及び震源決定精度の向上。未解明である「ゆっくり滑り」の
推移評価手法の確立。

 北海道・三陸沖の日本海溝・千島海溝の地下構造モデルの３次元化等、南
海トラフ地震の評価・分析手法の他地域への展開

 １の成果も踏まえ、地震・津波・土砂崩れ・液状化等のハザード分布の可視化・
高精度化及び時系列を考慮したリスク情報の創出（HPC/AI技術も活用）

 被災してもいち早く日常に戻れるよう、応急対応から復旧・復興までのシナリオ・事
前対策創出のための調査研究やレジリエンス評価手法の確立

 災害情報リテラシー・地域防災力向上に向けた普及啓発活動に資する調査研究

１ 南海トラフ地震の評価手法高度化と他地域への展開 ２ 広域連鎖災害への事前対策の加速

■関連する主な政策文書の記載 「国土強靱化基本計画」(R5.7.28閣議決定) 南海トラフ沿いの「異常な現象」（半割れ地震・スロースリップ等）のモニタリング、発生後の状態変化の予測等の調査・研究を進める。
「地震調査研究の推進について」(R元.5.31 地震本部決定) 基本目標「海溝型地震の発生予測手法の高度化」 に該当。

背
景

事
業
内
容

南海トラフや日本・千島海溝沿
いで半割れ・一部割れ・ゆっくり
滑り等の異常な現象を観測

各シナリオに対応した国・自
治体・住民・企業等の防災
対応の向上の必要性

南海トラフ地震臨時情報
北海道・三陸沖後発地震注意情報

大地震の発生する可能性が平時より高い
出典：内閣府（防災担当）・気象庁 出典：坂出市

こ
れ
ま
で
の
成
果

これまでの文科省の研究開発プロジェクトで、南海トラフ沿いでの「異常な現象」
（半割れ・一部割れ・ゆっくり滑り等）の科学的・定量的な評価について、
南海トラフ地震の想定震源域の地下構造モデルの「３次元化」
（沈み込むプレート形状の考慮）及び地震の「震源決定の自動化」の実現にメド。

地震波動伝播や津波遡上計算に基づく地震動や津波浸水のハザード分布の可視化、
地震・津波災害により引き起こされるリスク情報の創出にメド（「地震防災基盤シミュ
レータ」）。多様性を持つ南海トラフ地震の各ケースのうち、特に被害が大きいとされる「半
割れ」後の臨時情報発表時を想定した総合防災訓練(全国50万人規模)でも活用。

課
題
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情報科学を活用した地震調査研究課題の概要 

１． 課題実施期間及び評価時期 

令和３年度 ～ 令和７年度 

中間評価 令和５年度、事後評価 令和８年度を予定 

２． 研究開発概要･目的 

これまでに莫大に蓄積されてきた地震観測データについて、AI 等を活用しデータ

処理を行うなど、情報科学と連携して地震調査研究を進める。人の目では分からな

い新たな現象の発見などの可能性があり、ひいてはこれらにより防災・減災を強力

に推進するための地震動即時予測の高精度化・迅速化等の実現が期待できる。 

３． 予算（概算要求予定額）の総額 

年度 R３(初年度) R４ R５ R６ R７ 総額 

概算要

求予定

額 

調整中 調整中 調整中 調整中 調整中 調整中 

(内訳) 調整中 調整中 調整中 調整中 調整中 調整中
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関連する主な政策文書

事業内容

情報科学
×

地震学

事業スキーム
：大学・国立研究開発法人等委託先機関

事業期間 ：令和8～12年度

国 委託
• 大学
• 国立研究
開発法人等

『国土強靱化基本計画』(R5.7.28 閣議決定)

先端的な情報科学を用いた
地震研究の高度化を進める

『地震調査研究の推進について』(R元.5.31 地震調査研究推進本部)

近年の IoT、ビッグデータ、AI といった情報科学分野を含む科学技術の著しい進展も
踏まえ、従来の技術による調査研究に加え、新たな科学技術を活用して、防災・減災
の観点から社会に対して更なる貢献をしていくことが期待されている。

記
載

STAR-E NEXT ：Seismology TowArd Research innovation for  Earthquake evaluatioN with EXacT data

目的
 日本の信頼度の高い多様かつ大規模な地震関連データ群を活用するための、高精度の推論情報提供技術の開発、最新の生成系AIも活用したコードの効率的統合および複数データベース間の統合的
解析手法の確立により、①大地震発生後などの地震多発時の迅速かつ高精度な地震発生の把握と予測、②断層滑りの迅速把握と予測、③地震動（揺れ）の予測の高度化により、地震調査研究推
進本部の地震活動・地震動の迅速な評価を行い、防災に資する高精度・迅速な地震評価と被害予測や被害対策に結びつける。

 これまでの個別の成果を有機的に融合し、地震調査研究推進本部の高精度かつ迅速な地震活動・地震動評価に結び付け、あわせて民間でも活用可能な成果物を作成し、若手参画の機会を設けるこ
とで、「情報科学×地震学」分野全体を発展させる。

多様で大規模な観測データの活用

「情報科学×地震学」の融合研究による地震活動・地震動評価技術の高精度化・迅速化（情報科学による高信頼度観測データと解析の有機的融合）

背景

研究開発プロジェクト

若手研究者の育成
研究交流・連携の促進、研究フォーラム(関連研究との
連携企画)、若手・一般向けイベント(周知・広報企画)

採択外研究者も含めた支援

情報科学を活用した地震活動・地震動評価技術の高度化（仮称）

期待される成果物 地震本部などの地震活動・地震動の
評価への貢献

(解析・情報の高精度・迅速化、災害低減
に直結する地震動予測手法の開発)

【運営委員会】プロジェクトジェクトリーダー、プロジェクトアドバイザー
【進捗報告会】外部有識者等、【事務局】プロジェクト運営支援

プロジェクト実施体制

【実装に向けた技術開発】
• 地震・微動・地殻変動の自動検測
• 大地震後の地震活動予測の迅速化
（歴史資料の活用も含む）
【新たな技術開発、技術の高度化・応用】
•地震活動の長期的見通しの高度化
•断層すべりの高度な推移予測モデルの開発
（火山性地震も含む）

•被害予測に向けた地震動(波形)伝播予測
•ノイズの活用による地震活動・地震動把握の高精度化
（新規技術の観測データ解析も含む）…
「情報科学×地震学」分野全体のさらなる発展

プロジェクトの推進と円滑な運営

NEXT
 地震調査研究推進本部の発足（平成７年）以来、網羅的な地震・津波観測網（Hi-net, GOENET等、震度観測点S-net,

DONET, N-net等）を整備し、リアルタイム情報を伝達を可能にし、防災に資する調査研究を推進してきている。
 地震調査研究の分野においても、IoT・ビッグデータ・AI といった最新の情報科学技術を活用し、観測網により集められた、信頼度の高い
多様かつ大規模なデータを、更に徹底活用していく必要。

 【情報科学を活用した地震調査研究プロジェクト（令和3～7年度）】従来からの地震調査研究に情報科学分野の手法をとり入れ、地
震波の自動検知、地震発生域の時空間での発生予測、断層すべりやそれに伴う地殻変動検知の迅速化など、各解析モデルを構築する
とともに、観測データを活用した「情報科学×地震学」分野を確立しつつある。

①大地震発生後などの地震多発時の迅速かつ高
精度な地震発生の把握と予測（大地震発生
後の地震発生の見通し情報を、現在の1週間
後からより早期に発表、歴史地震の中規模地
震把握に基づく中長期評価への貢献など）

②断層滑りの迅速把握と予測（通常とは異なる
「ゆっくりすべり」発生の迅速検知など）

③地震動（揺れ）の予測の高度化（被害低減
に資する情報発信の強化） ほか
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「次世代火山研究・人材育成総合プロジェクト」の概要 

１. 課題実施期間及び評価時期

実施期間：平成 28 年度から令和 7 年度

中間評価：令和元年度・4 年度を予定、事後評価：令和 7 年度を予定

２． 研究開発概要･目的 

＜事業概要＞ 

○プロジェクトリーダーの強力なリーダーシップの下、他分野との連携・融合を図り、「観測・

予測・対策」の一体的な研究を推進。

・先端的な火山観測技術の開発

・火山噴火の予測技術の開発

・火山災害対策技術の開発

○「火山研究人材育成コンソーシアム」を構築し、大学間連携を強化するとともに、最先端の火

山研究と連携させた体系的な教育プログラムを提供。 

・研究プロジェクトと連携し、若手研究者の育成・確保等を推進。

＜事業目的・目標＞ 

○「観測・予測・対策」の一体的な火山研究の推進

・直面する火山災害への対応（災害状況をリアルタイムで把握し、活動の推移予測を提示）

・火山噴火の発生確率を提示

○理学にとどまらず工学・社会科学等の広範な知識と高度な技能を有する火山研究者の育成・

確保
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３． 研究開発の必要性等

（１）必要性

・多くの活発な火山を有する我が国では、これまで大規模災害につながるマグマ噴火を主な対象と

して「観測」に基づく基礎的な学術研究が実施されてきたが、御嶽山の水蒸気噴火による甚大な人

的被災の発生により火山対策を進めるための研究・技術開発への社会的要請は高い。

・さらに、これまでは「観測」研究中心にとどまっていた火山研究に、「観測・予測・対策」の一体

的な火山研究実施の必要性及び社会的要請が高まっている。

・今後、火山災害の軽減を図るためには、旧来の火山学よりも広い分野の専門知識を有する人材の育

成が必要である。また、自然科学分野以外の工学や計算科学、社会科学分野等との連携・融合を通

じた研究体制を構築し、火山研究者の多様性と数の底上げも必要となる。 

・水蒸気噴火や降灰の予測は、現状の知見や観測では不十分であり、今後これらを予測するための先

端的な火山観測技術の開発は喫緊の課題である。また、これまで幾度も指摘されてきた火山研究

者の育成・研究体制の強化などの課題も含め、国費を用いて実施すべき研究分野であるといえる。 

（２）有効性

・先端観測技術や噴火・降灰予測技術、災害状況リアルタイム把握技術の開発等の、「観測・予測・

対策」の一体的な火山研究の実施により、火山災害の軽減・社会の防災力向上に資する研究が加速

することが期待できる。

・プラットフォームとなる中核機関に各種観測データが一元的に集約され、容易なアクセスによる

有効活用や研究者間で情報共有されることで、これまで以上に広範囲で様々な分野の研究者の連

携が可能となり、また、火山研究に興味を持つ学生の増員や研究者の裾野を広げることにも繋が

ると期待できる。

・火山研究人材の育成により、火山防災協議会や行政機関等の場において科学的知見を助言できる

専門家を育成・確保でき、実効性の高い地域防災計画の策定等が期待できる。

・観測に関しては、現状では研究者数が少なく、技術断絶を防ぐ意味でも継続的な取組が必要であ

る。

・人材育成に関してはプロジェクト終了後も将来に亘って、持続的に火山研究に関わって活躍でき

る場を拡大することが求められる。また、火山のメカニズム解析等の純粋研究志向に偏らず、災害

被害軽減に対するマインドを持った人材育成が重要である。

（３）効率性

・新たな先端的観測技術による観測データや、物質科学・計算科学と連携した予測結果は、火山災

害の軽減に貢献することが期待できる。

・各種観測データが一元的に管理され、多様な研究者による効果的な利用が期待できるだけでなく、

気象庁や火山防災協議会或いは自治体などでの効果的な活用や、技術開発によって得られた新た

なデータやシミュレーション結果等と観測データとの比較が容易になり、より精緻なハザード予

測に基づき、地域社会の減災に貢献することが期待できる。また各種観測データの公開や活用が

促進されることで、これまで火山研究に携わってこなかった異分野の研究者の参画を促すことが

可能となる。 

・コンソーシアムを構築しておくことにより、教育を通じて異分野間の連携も強化され、共同研究が

やりやすくなると考える。 
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・成果を期待するには、ある程度長期間のプロジェクトの継続が不可欠ではあるが、10 年間の長期

プロジェクトであり、3年程度の期間を区切って複数回の途中段階評価のプロセスを経て、適切に

研究プロジェクト内容の見直しを行っていくことが望ましい。

・現状では予算枠や中核機関、火山研究人材育成コンソーシアムの実施体制（事務局など）が明らか

ではないなど、実施体制に未確定な点がある。プロジェクトがオールジャパンで実施され、必要な

機能と高い効率性を有するために関係機関等と十分な調整を行う必要がある。また、海外との共

同研究の積極的な展開とそれに基づく人材育成についても考慮することが望ましい。

４． 予算（執行額）の変遷 

年度 H28 H29 H30 H31 翌年度以降 総額 

予算額 670 650 650 650 650 

（見込額） 

6,520 

（見込額） 

執行額 670 650 650 ― ― ― 

(内訳) 科学技術試験研

究委託費 

 668.5 

委員等旅費  

1 

職員旅費 

0.1 

庁費  

0.2 

諸謝金 

0.2 

その他 

0 

科学技術試験研

究委託費 

 648.5 

委員等旅費  

0.6 

職員旅費 

0.4 

庁費  

0.3 

諸謝金 

0.2 

その他 

0 

科学技術試験研

究委託費 

 648 

委員等旅費  

1 

職員旅費 

0.5 

庁費  

0.3 

諸謝金 

0.2 

その他 

0 

科学技術試験研

究委託費 

 648.7 

委員等旅費  

0.6 

職員旅費 

0.5 

庁費  

0.3 

諸謝金 

0.2 

その他 

0 

（単位：百万円） 

５． 課題実施機関･体制 

＜課題 A：各種観測データの一元化＞ 

事業責任者 ：上田 英樹（防災科学技術研究所 地震津波火山ネットワークセンター 火山観測管理室長） 

課題責任機関：防災科学技術研究所 

＜課題 B：先端的な火山観測技術の開発＞ 

事業責任者 ：森田 裕一（東京大学地震研究所 教授） 

課題責任機関：東京大学 

共同実施機関：防災科学技術研究所 

参加機関 ：北海道大学、東北大学、東京工業大学、名古屋大学、神戸大学、九州大学、 

鹿児島大学、東海大学、神奈川県温泉地学研究所 

（サブテーマ１：新たな技術を活用した火山観測の高度化）

分担責任者 ：田中 宏幸（東京大学地震研究所 教授）

（サブテーマ２：リモートセンシングを活用した火山観測技術の開発）

分担責任者 ：小澤 拓（防災科学技術研究所 火山研究推進センター 研究統括）
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（サブテーマ３：地球科学的観測技術の開発）

分担責任者 ：角野 浩史（東京大学大学院総合文化研究科 准教授）

（サブテーマ４：火山内部構造・状態把握技術の開発）

事業責任者 ：森田 裕一（東京大学地震研究所 教授）

＜課題 B2-1：空中マイクロ波送電技術を用いた火山観測・監視装置の開発＞ 

事業責任者 ：松島 健（九州大学大学院理学研究院 准教授） 

課題責任機関：九州大学 

＜課題 B2-2：位相シフト光干渉法による多チャンネル火山観測方式の検討と開発＞ 

事業責任者 ：筒井 智樹（秋田大学国際資源学部 准教授） ※H30 年度まで 

中道 治久（京都大学防災研究所 准教授） ※H31 年度より 

分担責任者 ：平山 義治（白山工業株式会社 基盤開発部長） 

課題責任機関：秋田大学 ※H30 年度まで 

京都大学 ※H31 年度から 

共同実施期間：白山工業株式会社 

＜課題 C：火山噴火の予測技術の開発＞ 

事業責任者 ：中川 光弘（北海道大学大学院理学研究院 教授） 

課題責任機関：北海道大学 

共同実施機関：東京大学、防災科学技術研究所 

参加機関 ：東北大学、秋田大学、山形大学、茨城大学、富山大学、静岡大学、熊本大学、 

早稲田大学、日本大学、常葉大学、産業技術総合研究所 

（サブテーマ１：火山噴出物分析による噴火事象分岐予測手法の開発）

分担責任者 ：安田 敦（東京大学地震研究所 准教授） 

（サブテーマ２：噴火履歴調査による火山噴火の中長期予想と噴火推移調査に基づく噴火事象系統樹の作成） 

事業責任者 ：中川 光弘（北海道大学大学院理学研究院 教授） 

（サブテーマ３：シミュレーションによる噴火ハザード予測手法の開発）

分担責任者 ：藤田 英輔（防災科学技術研究所 火山研究推進センター 火山防災研究部門長） 

＜課題 D：火山災害対策技術の開発＞ 

事業責任者 ：中田 節也（防災科学技術研究所 火山研究推進センター長） 

課題責任機関：防災科学技術研究所 

共同実施機関：アジア航測株式会社、京都大学 

参加機関  ：鹿児島大学、山梨県富士山科学研究所、株式会社大林組 

（サブテーマ１：無人機（ドローン等）による火山災害のリアルタイム把握手法の開発）

分担責任者 ：千葉 達郎（アジア航測株式会社先端技術研究所 室長） 
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（サブテーマ２：リアルタイムの火山灰ハザード評価手法の開発）

分担責任者 ：井口 正人（京都大学防災研究所 教授） 

（サブテーマ３：火山災害対策のための情報ツールの開発）

分担責任者 ：宮城 洋介（防災科学技術研究所 火山研究推進センター 研究総括） 

＜火山研究人材育成コンソーシアム構築事業＞ 

コンソーシアム代表機関実施責任者：西村 太志（東北大学大学院理学研究科 教授）

コンソーシアム代表機関 ：東北大学 

コンソーシアム参加機関 ：北海道大学、山形大学、東京大学、東京工業大学、名古屋大学、 

京都大学、神戸大学、九州大学、鹿児島大学、秋田大学、 

茨城大学、信州大学、広島大学、首都大学東京、早稲田大学、 

気象庁気象研究所、国土地理院、防災科学技術研究所、 

産業技術総合研究所 
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火山ハザードとその影響範囲の即時的な把握による火山対策

火山ハザード対策に向けた研究・人材育成プロジェクト（仮称）

火山活動状況に応じた火山ハザード対策に向けた学際研究と高度研究人材育成

事業スキーム
：大学・国立研究開発法人等委託先機関

事業期間 ：令和8～17年度

国 委託
• 大学
• 国立研究
開発法人等

関連する主な政策文書
『経済財政運営と改革の基本方針2025』

(R7.6.13 閣議決定)

活火山法に基づく火山災害対策や、
物質科学分析の推進など火山調査
研究推進本部における調査研究、専
門人材の育成・継続確保を推進する。

『活動火山対策特別措置法』(S48 法律第61号)

（火山に関する調査研究体制の整備等）第三十条 国及び地方公共団体は、火山に関する観測、測量、調査
及び研究のための施設及び組織の整備並びに大学その他の研究機関相互間の連携の強化に努めるとともに、国
及び地方公共団体の相互の連携の下に、火山に関し専門的な知識又は技術を習得させるための教育の充実を図
り、及びその知識又は技術を有する人材の能力の発揮の機会を確保すること等を通じた当該人材の育成及び継続
的な確保に努めなければならない。 

記
載

背
景

課
題

・

事
業
内
容

V-LEAD：Volcanic hazard research and Leadership in EducAtion and human resource Development

事業の実施体制

◆火山噴火の現象は多様で予測が難しく、これを科学的に理解し、適切な対策につなげていくことを目的に、「次世代火山研究・人材育成総合プロジェクト（平成
28年度～令和7年度）」により、防災・減災に資する「観測・予測・対策」の一体的な火山研究を推進し、特に噴火の発生場の知見を多く得るとともに、大学や地
方自治体と連携しながら、分野を横断する幅広い知識・技能を持つ次世代の火山研究者・火山専門人材の育成を推進してきた。また、コンソーシアムと教材アーカ
イブを事業終了後も維持・活用する体制を構築した。

◆国として火山に関する観測、測量、調査及び研究を一元的に推進するため、議員立法による活動火山対策特別措置法の改正により、令和６年４月１日、文部
科学省に政府の特別の機関として火山調査研究推進本部（火山本部）が設置された。

◆火山本部の総合基本施策（中間取りまとめ;R7.3.28）において、火山ハザードの即時的な把握・予測は施策の重点であり、火山活動、火山ハザードの把握や
予測に基づく、防災計画の策定や警戒避難対策、噴火発生後の被災対応、復興に資する適切な情報の発信が進むべき方向とされ、全国の大学や研究機関等
の連携に基づく、専門性と学際性を兼ね備えた高度な火山研究者の育成を更に強化していく必要性が示された。

火山ハザード対策（噴石、火砕流、溶岩流、降灰やそれによる土石流、融雪型泥流など）における啓発活動・避難行動を支援する高度
な科学的知見を創出、知見に基づき対策の立案・運営などに貢献できる高度研究人材育成

低頻度かつ多様な過去の火山ハザードとその対策の知見の共有（アーカイブ）に基づき、ハザードマップ
の標準化の検討や新たな技術の開発に展開
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南海トラフ海底地震津波観測網（N-net）の構築の概要 

１． 課題実施期間及び評価時期 

平成 31 年（2019 年）度～2023 年度 

中間評価 2021 年度、事後評価 2023 年度を予定 

２． 研究開発概要･目的 

３． 予算（概算要求予定額）の総額 

年度 H31（2019） 

(初年度) 

2020 2021 2022 2023 総額 

概算要求 

予定額 

調整中 調整中 調整中 調整中 調整中 調整中 

(内訳) 調整中 調整中 調整中 調整中 調整中 
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